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I はじめに
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小論の目的は，ワイントラウプの所得分配理論の全体像を明らかにするための手がかりとして，
ワイントゥラウプの所得分配理論の「体系的構成」に到達させるための方法的基礎づけあるいは立
論の基礎がいかなるものであるかを検討することである。
この方法的特性の攻究においては，次のI～VIの少なくとも 5つの観点からケインズやケインジ
アンの諸見解との比較考量を交えながら検討を加えることが重要であると考える。
まずIでは，ワイントゥラウプの所得分配理論がその接近方法の基礎としてどのようなケインズ
主義の系譜に立脚しているかを辿る。 Iでは，ワイントゥラウプが「古典派的ケインズ主義」（“Cl-
assical Keynesianism勺をいかなる点から批判し，評価しているかを明らかにする。 IVでは，彼が
いかなる所得決定モデルを形成し，これを用いて所得分配理論構築の基礎的要件となる所得決定理
論を形成しているのかを検討する。 Vでは，ワイントゥラウプが創意工夫した価格水準決定理論が
彼の所得分配理論と両立する形式で存在し，「ワイントゥラウプ定理」がいかなる所得分配理論的合
意をもっているかを検討する。 VIでは，ワイントゥラウプが所得分配の分析に関して考えた資本家
の価格設定態度の特色を明らかにする。このような検討を通じてワイントゥラウプの所得分配理論
の「準備的展開」を明快にすることができると考える。
I 接近方法の基礎一一ケインズ主義の系譜
何よりもまず，ワイントゥラウプの所得分配理論にはやはり固有の接近方法が用いられているこ
とを強調しなければならない。その接近方法がどのような性格のものであり，どの先学のあるいは
どの学派の接近方法に根ざしているのかを探る必要がある。
ワイントゥラウプの接近方法は根本的にはケインズ学派の考え方，特にケインズ主義（Keynes-
ianism）に根ざしていることは否定できなしユ。このケインズ主義はケインズ (J.M.Keynes）に結
びつけた考え方である。この考え方は，第2次世界大戦後インプレーションが激化し，失業の窮状
が生じた時期から1968年以降までの時期において経済思想だけでなく実際の経済をも強く支配して
きた。このことは，客観的にみる限り，確かなことである。
このケインズ主義の概要は，次のような学説史的展望で概略的に説明することができる。ケイン
ズ主義の源泉はもちろんケインズである。このケインズ主義を展開したのはヒックスである。ヒッ
クスは1937年の論文でケインズの陸自すべき大著『雇用，利子および、貨幣の一般理論』 （TheGener-
al Theory of Employment, Interest and Money, 1936.）の中の生産物市場と貨幣市場を巧みに要領
よく体系化し， IS-LM分析というまったく新しい分析方法を展開した。この分析方法においてヒツ
クスがケインズの「一般理論』の解釈に格段の発展を与え，その解釈に巧妙かつ精微な洗練の度を
加えたことに注目すべきである。ヒックスがケインズ理論のあいまいさを指摘したときの批判的方
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法においてうかがわれるヒックスの思考図式は，ヒックス以後のケインジアンに広範な影響を与え，
「ヒックス的ケインズ主義」（“HicksianKeynesianism”）として盛衰した。このヒックスの考え方
を放棄する口実として，現代の経済学者はかつてヒックス的変種（Hicksianvariety）を「古典派
的ケインズ、主義」として示したことがある。これに対して，ロビンソン (J.Robinson）やレイヨン
ハブヴッド（A. Leijonhufvud）はその古典派的ケインズ主義を擬似ケインズ主義（Bastard-
Keynesianism）と酷評した。すなわち，古典派的ケインズ主義はスタグプレーションなどによって
苦悩を受けているだけでなく，その考え方はケインズ革命の使命を果たしていないと手厳しく批判
した。
初期のケインズ主義は，ハンセン（A.H. Hansen）とサミュエルスン（P.M. Samuelson）が提
唱した大きな創造であっ足。クライン（L.Klein）の例証的な叙述とデイラード（D.D伽 d）の先
駆的な解説も初期のケインズ主義の展開であった。
初期のハンセンとサミュエルスンの理論には内的矛盾がみられたため，ケインズ主義はヒックス
のIS-LM分析を契機としてさらに進展した。ヒックスは自ら産み出した伝統の迷いを覚ますこと
を考えたわけであ2。ヒツクスはケインズ理論が外見上実際にはそれほど「ケインズ革命」といわ
れるほど革命的なものではないことを示した。ヒックスの『一般理論』解釈を一言でいえば，『一般
理論』に関するヒツクスの IS-LMモデルはケインジアンの思考図式の軌跡として『一般理論』に置
き換えられるようになった。このモデルの構成を契機として，ヒックスは完全にケインズに置き換
えられ，ケインズ派思想の 1つとして位置づけられた。この点について，レイヨンハフヴッドは彼
の著書，『ケインジアンの経済学とケインズの経済学一一貨幣的理論のー研究一一』 （OnKeynesian 
Economics and the Economics of Keynes: A Study in Monetary Theory, 1968.）において，「所
得決定理論に関して認められる多数意見が今日存在する。これらの意見は慣例的に周知のヒック
ス・ハンセンの IS-LMの分析装置においてたいていの教科書でまとめられている……見解である」
と述べている。さらに，彼は「大多数の経済学者にとっては，この標準的な所得・支出モデルは，
ケインズがそのような困難な r避けるべき闘争』を行わなければならないという理由から，マーシ
ヤルの経済学によって戦時に占めた地位と同じ確立された正統派の地位に達している」ことを指摘
している。
むしろ少数の論者は，たとえば，シトフスキー（T.Scitovsky），ワイントゥラウプ（S.
Weintraub），ラーナー（A.P. Lerner），デイヴィッドスン（P.Davidson）などは，ヒックスの分
析装置がケインズ派経済学と同義になっているだけでなくマクロ経済理論を支配していることも見
逃していない。
しかし，レイヨンハフヴッドは，ケインズ経済学が本質的には周知のおよM分析とほとんど共通
点をもたないし，事実まったくその分析とは異なっているという解釈を示した。また，彼はその分
析が経済活動の静学的均衡の基本原理であることを指摘し，消費財や資本財の相対価格と金融資産
はケインズの投資支出水準を決定するのに重要な役割を果たしていることも注目した。さらに，彼
はケインジアンが彼らのモデルに『一般理論』の価格理論的内容を導入できなかったことについて
議論するとともに，ケインズがその特定の分析構造にうまく織り込むことができた実物的側面と貨
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 -3-
幣的側面の両面をケインジアンは区別する傾向があり，ケインジアンの分析は必然的に貨幣の重要
性を最小限に評価していると指摘する。このようにレイヨンハフヴッドがケインズとケインジアン
とを明確に区別し， IS-LM分析の批判的な切離しにも重要な論説を展開している。この点に関する
レイヨンハフヴッドの貢献は十分に認めなければならないが，彼はケインズ経済学の積極的な側面
の理解を深めることができなかった。それができなかった理由はおそらく彼がケインズを不適当な
一般的均衡分析の枠組みの中に適合させようとする無理が仕事をむしろその絶望的な仕事を試みた
からであろう。
以上のことだけからみても，ヒックスの IS-LM分析の理論的な難点、を認めケインジアンの諸理
論の欠点を認めれば，「ヒックス的ケインズ主義」は混乱状態にあるとみなすことができる。ごく控
え目に述べても，いくつかの理論的事例を辿ってみてはじめて新しいケインズ主義という経済思想
も形成されていることがわかる。すなわち，まず45。線モデルが，次いでIS-LM分析のモデルが案出
され，その後さまざまなモデ、ルが形成されて，フィリップス曲線のモデル分析へと進展していった。
多数の教科書ではどのモデルも実に理路整然とした叙述で解説されているという錯覚がある。 「少
数の論者だけがケインズ主義は1950年代を支配したもはや論争の余地のない圧倒的に優れた体系で
あると確信している。もちろんケインズ主義の源泉としてケインズが展開考察した多くのことは，
ケインズ主義に加えられた批判に耐えることができると確信している。」
ワイントゥラウプは，そのような少数の論者の 1人としてケインズ主義の理論的発展の系譜を祖
述し，彼独自の所得分配理論を体系的に構成している。彼は「古典派的ケインズ、主義」を批判的に
検討し，その優れた分析方法に分析用具を取捨選択したうえで導入することによって，ケインズ主
義に立脚した独自の所得分配理論を構築している。
I 接近方法の基礎一一「古典派的ケインズ‘主義」の批判とその評価
ワイントゥラウプは，ケインズ主義の系譜の中でも「古典派的ケインズ、主義」を批判する。この
主義は，ケインズ『一般理論」の核心である「有効需要の原理」をいかに解釈するかという多くの
論争から生まれたさまざまな試論の総称である。この試論には， 1. 45°線モデ、ル， 2. IS-LM分
析， 3.総供給・総需要分析，のそれぞれの接近方法があるとワイントゥラウプは考え，彼自身の接
近方法も提示している。
以下では，順次1.～3.の接近方法を要約して論点を説明し，それらに対するワイントゥラウプの
批判的考察を記述する。彼の接近方法はIVにおいて詳しく説明する。
1. 45ご線モデルの接近方法とこれに対するワイントゥラウプの批判とその評価
45°＊泉モデルの周知の接近方法は，主としてハンセン，ヒックス，ランゲ（0.Lange），サミュエ
ルスン，シュナイダァ（E.Schneider），その他ほとんどすべての論者の優れた著作に展開されてお
り，既に広範に利用されているものである。この接近方法の考え方には，極めて説得力があり，実
質的価値があるから，各論者の個別的な表現というよりもむしろ広範な思考的慣習として制度化さ
れている。ワイントゥラウプはその考え方の一般的概念と様式ないしは型を「ケインズ、主義」その
ものとみなしている。彼がこのように名づけるのは，ケインズ理論に基づく45ご線モデルの接近方法
-4- ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討
が「古典派的ケインズ主義」（“ClassicalKeynesianismつあるいは「古典派的45－－線モデルのケイン
ズ主義」（“Classical45 ° Keynesianism”）であることを見極めたいからである。
ワイントゥラウプが名づけたその「古典派的ケインズ主義」という表現は，いわばケインズとい
う名前で作られた信仰の聖典を示すものとして今日必ずしも通用しているとは限らなし」この表現
は，ケインズ自身が実際には何を考えたのか，ケインズの思考体系をどのように解釈するのか，を
多少なりとも明らかにするために必要なことである。それにもかかわらず，ケインズ自身の考え方
は典型的なケインズ派モデルにはその表現を通じて忠実に表わされていないし， 45ご線モデルについ
てもケインズの考え方を伝達するための最適の綱要ではないとワイントゥラウプは考える。
ワイントゥラウプは45。線モデルの理論的実践的な不完全に焦点を絞って検討する。この検討にあ
たって彼が重点をおいたことは，インフレーションの概念と貨幣所得決定を明確にするための分析
用具として，特に利子率の決定に重要な役割を果たす価格水準を取り扱うための分析用具として，
45°線モデルの問題点を明確にすることである。彼は， 「文献の中で全速力で走っているケインズ派
の分析エンジンは，①マクロ経済学とミクロ経済学の含畜のある総合化を妨げているし，②価格水
準が役割を果たしている賃金理論と分配理論の発展を妨げているし，③技術変化がある特定の雇用
と分配に及ぽす結果を解明していない」と強く主張する。この主張は「古典派的ケインズ主義」の
技法にとってなかなか手強い対象になるはずである。
45°線モデルに係わる分析は，「古典派的ケインズ、主義」を構成するものである。単純化のために，
封鎖体系で政府の経済活動を捨象して，第1図の横軸に実質国民所得あるいは総実質産出量をとり，
縦軸に総実質産出量の変動だけに反応する実質消費支出Cと実質投資支出Iをとれば，各実質国民
所得水準でC+I曲線が描かれる。この総需要関数C+Iと45ご線との交点でマクロ経済の均衡実質
国民所得Y本が決定される。ワイントゥラウプはこの均衡点を「ケインズ、派の交点」（“Keynesian-
cross勺と名づける。この均衡点は多くの文献では，必然的に達成される安定均衡点であり，「マー
シャルの交点」を含む価格理論では均衡への第一次的接近を示す点である。周知のように，この点
の意味からケインズに即した政策的合意が得られるわけである。
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ワイントゥラウプは，このような45＇線モデルの
接近方法の概念を「古典派的ケインズ、主義」と名
づけるが，この主義に対して次の少なくても 8つ
の問題を指摘して批判している。
第1に，実質国民所得表示の45＇線モデルは価格
水準の変動を解明することができないということ
である。均衡実質国民所得が過小雇用均衡であろ
うと過剰雇用均衡であろうと価格水準は同じもの
であると仮定すれば，インプレーションあるいは
デフレーションは実質国民所得のインフレーショ
ンあるいはデフレーションであって，価格水準の
インプレーションではない。理論的にも実証的に
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も実質国民所得（総実質産出量）と雇用量は価格水準の変動に応じて比例的に変動しないからであ
る。また， 45ご線モデルをみる限り，経済諸量はすべて実質表示であるのに，インフレーションは価
格水準のないモデルで、議論されているからである。
現実をみた場合，多くの諸国ではインフレーションと失業を同時に経験しているが，教科書は失
業の下では消費支出と投資支出の増加，インプレーションの下では逆にそれらの減少が政策手段と
して必要であることを教えている。この理論が現実的妥当性に欠けることは，先進工業諸国の現代
のスタグプレーションの時期に気づいたことである。 「若干の優れたケインジアンはインプレーシ
ョンといえばすべて超過需要に起因させたが，今日では貨幣賃金率の上昇をインプレーションの悪
夢とみなすことから次第に遠ざかっている」現状である。
第2に，実質国民所得の安定性について分析していないことである口実質国民所得の安定性の議
論は，モデルで価格水準が一定と仮定されている限り，論理的には完全なものである。しかし，こ
の議論は価格水準特にインプレーションやデフレーションの扱い方については何も示唆していない。
この意味では，価格水準は45－線モデルの「古典派的ケインズ、主義」には含まれていないことがわ
かる。
第3に，貨幣賃金率の変動と生産性の変化がこのモデ、ルの他の経済諸量に及ぼす影響について考
察されていないことである。 「古典派的ケインズ、主義」の分析用具は価格水準の変動を説明できな
いから，貨幣賃金率の変動が消費関数や投資関数に及ぼす影響を考慮しないのは，モデルの重要な
構成要素を除去していることになる。
ケインズは初めと終りでは平均貨幣賃金率と解釈できる「賃金単位」で考えているが，たいてい
の章と節では賃金単位が一定であると仮定する。「平均貨幣賃金率の変動は，価格水準と同じ方向に
変動するし，実際には賃金変化に比例した程度で変動する。」しかし，ケインジアンは価格水準の変
動で経済諸量をすべてデフレートした実質表示で動くことを主張した。価格水準か賃金単位の選択
は「根本的にはまったく取るに足らないことである。」このことは，貨幣賃金率を外生的パラメータ
ーとみなす分析にとどまっている限り，そうであるかもしれなし弘通常，ケインズ派理論は価格水
準の理論に対して貨幣賃金率が極めて重要な意義をもつことを明確にしていない。さらに，貨幣政
策において貨幣賃金率したがって価格水準の変動がどのような合意をもっているかも明らかにして
いない。
第4に，実質投資が独立投資と仮定されていることである。実質国民所得Yの増加につれて価格
水準が上昇すると仮定すれば，価格水準の上昇は貨幣賃金率が一定でもYの増加に伴う収獲逓減に
依存するであろう。この点について，たとえば，ソロウ（R.M. Solow）は価格水準の 1つの現象
として収穫逓減があることはさほど気を配っていない。それにしても Iが減少すれば， C+I曲線
はYの増加につれて次第にCに近ずき， 1つの均衡を示す「ケインズ、派の交点」の存在は避けられ
ないことになる。しかし， Yの増加につれて価格水準も上昇し， Iも増加すれば， C+I曲線の勾
配は45線よりも急になり， 45線と交わらず，その左上方に描かれるから， 45ご線と交わるときの均
衡は成立しないであろう。
投資関数の内容を批判する場合には， Yや価格水準と実質投資との関係を明らかにすることが重
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要である。したがって，究極的にはインプレーション領域における45°線との交点の有意性に実質投
資がいかに関連しているかを明らかにすることが重要である。このことはどうしたことか滅多に議
論されていない。
第5に，実質国民所得の概念が不明確なことである。消費関数や貯畜関数の形状を検討するため
には，ワイントゥラウプは個人所得か可処分所得のどちらかの概念を用いるのがよいと考える。
第6に，乗数の概念が不明確なことである。乗数は「古典派的ケインズ主義」の45°線モデルの枠
外で展開された理論である。実質投資支出Iの増加につれて消費財部門だけで貨幣賃金率と価格水
準が同時に上昇すれば，乗数の連鎖はどうなるであろうか。また， IとYの増加，総雇用量はすべ
て貨幣賃金率と価格水準の変化とは無関係に同じものであろうか。これらのことはどの文献にも議
論されていないことである。
第7に，現実の経済の実態を把えるために重要な所得分配現象が説明されていないということで
ある。
第8に，「古典派的ケインズ、主義」の実物経済イメージはセイの法則の逆の分析を促しているとい
うことである。
要するに，ワイントゥラウプは45°線モデルに対しては，①ミクロ経済学とマクロ経済学との総合
化が考察されていないので，「マクロ理論は不自然にミクロ理論から絶縁するようになった」こと，
②供給条件が無視されていること，を指摘し，自ら異論を展開してい2。さらに，彼は「古典派的
ケインズ、主義」の分析装置の単純化は魅力的であるが，重要問題を分析する場合の分析装置の頼も
しさは取り払らわれており，現実の経済現象を取り扱うにはまったく役に立たない」）と批判する。
しかし，他方では，「古典派的ケインズ主義」はある場合にのみ役に立ち，容認されている。すな
わち，それは「価格水準が所与であり，総実質産出量水準と雇用水準が変動するにもかかわらず変
動すると予想されていない場合である」と評価している。
2. IS-LM分析の接近方法とこれに対するワイントゥラウプの批判と評価
IS-LM分析の接近方法は，ケインズ主義の 1つの解釈を示すものであり，白熱の論争を唱導した
主題であった。この分析は，ケインズの国民所得決定理論を IS曲線と LM曲線の 2つの分析用具を
用いて再構成した新しい接近方法であった。この接近方法の代表的論者は，ヒックス，クライン，
ハンセン，サミュエルスンなどである。
ハンセンとサミュエルスンの接近方法はヒックスの解釈から導かれたといわれるが，このことは
その内的論理的矛盾に関してであると考える。
この矛盾を要約して説明する。 C+I図表では，投資Iは消費関数Cに付け加えられる。均衡国
民所得Y＊ は45°線とC+I線との交点で決定される。 Iを決定するためには，利子率iは既知でな
ければならないが， iは流動性選好関数Lに依存する。 iを決定するためには， iは既知でなけれ
ばならない。ヒックスの IS-LMモデルの分析用具の循環的論理を修正するのに極めて有益である。
IS-LM分析の形式的な接近方法は，ヒックスが評価した『一般理論』の概略において展開されて
いる。ここでは，ヒックスの接近方法に依拠した「一般的な IS-LMモデ、ル」を説明する。この静学
的な IS-LM モデ、ルの体系は，次のものであ ~o
S=S( Y, i) 
/=/( Y, i) 
L=L( Y, i) 
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討
MsニM8(Y, i) 
ここで， Sは貯蓄， Msは貨幣供給量であり，その他の記号は既述の意味である。
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( 1 ) 
( 2) 
( 3) 
( 4) 
( 1 ）は貯蓄関数である。（2 ）は投資関数である。（3）は貨幣需要関数であり，（4 ）は貨幣供給関
数である。
IS曲線と LM曲線はそれぞれ生産物市場と貨幣市場における国民所得水準と利子率水準の組合
せを示す点の軌跡である。（1）～（4）から，両市場の均衡は，
J(Y, i）ニ S(Y, i) 
L(Y, i)=Ms(Y, i) 
( 5) 
( 6) 
で定義することができる。慣習的に lv>O,l>Sv>O, ／；く0,Lv >O, L；くOを仮定する。添字は。1/ -
Iv＝ー ーなど偏微分を示している。 S;, M~， Mlの正負の符号は仮定できない。。y
この一般的な IS-LMモデルは， 2つの変数Y, iを決定する完結したモデ、ル（ 5), (6）である。
この（ 5）と（ 6）の交点から相互に両立する均衡解 Y＊ と戸が得られる。この均衡解の性格は次のこ
とである。 IS曲線は貯蓄意欲や投資意欲などの変化によって移動する。この移動から均衡回復過程
について，ヒックスは投機的貨幣需要量の変動が一時的に意図した貯蓄と投資の均衡を妨げるから，
このことが国民所得水準の変動を通じて貯蓄曲線を移動させて均衡点に達すると考えている。
IS曲線と LM曲線の勾配をそれぞれθIS，θLM とすれば，
。＿_Af_J 一一丘二皇L
β－ dYl1=s /;-5; ( 7) 
。diI Lv-M~ 
LM-(lYIL=Ms一一 L;-M;5 ( 8) 
で表わされる。ここでどの均衡点でも ／； 5；キ0,L;-MlキOを仮定する。
このモデルはその特別な場合として古典派モデルとケインズ派モデルを含む包括的なモデルであ
る。 My=M；二 Oのとき，すなわち，貨幣供給量が外生的に所与であり， Lv=kかつ L;=Oのと
き，すなわち，貨幣需要量が貨幣所得に比例するとき，周知のケムブリッジ型貨幣残高方程式が得
られる。
/yニOのとき，すなわち，投資が利子率のみに依存するとき， LM表が垂線で描かれるという点に
特色のある古典派モデル
l(i)=S(Y, i) (9) 
Ms=ky (10) 
が得られる。この古典派モデ、ルでは，国民所得水準Yの決定要因は貨幣供給量Msだけである。右
下りの形状の IS曲線が右上方へ移動すれば，投資誘因が増大し，均衡利子率は上昇するであろう。
ヒックスはこの古典派モデルに相当する場合を「ケインズ、氏の特別理論」（“Mr.Keynes' S戸ecial
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Theory”）と名づける。この場合には，①Mv=M，.ニOのとき，すなわち，貨幣供給量が外生的に所
与であり，②lv=Oのとき，すなわち，投資が利子率のみに依存し，③s，.二 Oのとき，すなわち，貯
蓄が国民所得水準のみに依存するときには， LY二 Oのとき，貨幣需要量のみに依存する。したがっ
て，次の体系
I(i)=S( Y) (11) 
L(i)=Ms (12) 
が得られる。この体系の場合には， LM表の形状は横軸に水平である。貨幣供給量は流動性選好表を
通じて利子率を決定する。投資誘因の増大は，国民所得を増加させるが，利子率は変化させない。
ヒックスは流動性選好関数が国民所得と利子率に依存するように一般化された場合を「ケインズ
の一般理論」（“Keynes’GeneralTheory”）と名づける。この場合には， LM表は正の勾配をもっ
右上りの形状の曲線となる。
ヒックスは投資も貯蓄も国民所得と利子率に依存すると仮定してそのモデ、ルをさらに拡大した。
この場合をヒックスは「一般化した一般理論」（“GeneralizedGeneral Theory”）と名づける。こ
の形式の一般的な IS-LMモデルでは，通常LM曲線は原点に対して凹状の右下りの形状で示され
る。
しかし，必ずしもそうでない場合がある。（ 7)から明かであるように， Jy>S}・,11>S1のとき，
あるいは Ivくsy,1,>s，.のとき， IS曲線は原点に対して凹状の右下りの形状になるからである。
ヒックス，モディリアーニ（F.Modigliani），サミュエルスンは IS曲線が右上りの形状となる可能
性を指摘する。 s,>oであれば，国民所得水準が高いとき，資本ストックに対する総需要圧力が生じ
て貯蓄よりも投資の方が国民所得水準の変動に敏感であるから，Jy>Sγとなり，IS曲線は右上りの
形状となるが，おそらく不安定均衡が存在するであろうと指摘している。このことはダーンパーグ
(T. E. Dernberg）とマクドウガル（D.M. McDougall），スミス（W.L. Smith）も指摘している
し，ハドスン（H.R. Hudson）やスミス（D.J. Smyth）は高い国民所得水準では IS曲線がU字
型になることを明らかにしている。
このような一般的な IS-LMモデルの接近方法の背後に存在しているヒックスの IS-LMモデル
の卓越した接近方法に対して，ワイントゥラウプは次の少なくとも 2つの問題点を示して批判する口
第 1に， IS-LM分析の接近方法では価格水準と貨幣賃金率の相互関係が説明されていないという
ことである。とりわけスタグプレーションの経験は IS-LM分析の接近方法では容易に説明できな
いと批判する。
第2に，所得分配の決定要因が導入されていないことである。ワイントゥラウプは次の IS曲線を
導く場合に所得分配の決定要因を導入している。（ 5 ）と（ 1 ）から
，?
… ?
?
? s s=-y (13) 
日T' G s=swy十Sey, l>sc>sw>O (14) 
が得られる。ここで， Wは賃金所得， Gは利潤所得， sは平均貯蓄性向， Swは労働者階級（以下で
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は労働者と略記する。）の限界貯蓄性向， Scは資本家階級（以下では資本家と略記する。）の限界貯
G 蓄性向，ーは賃金分配率ーは利潤分配率である。 swとScはパラメーターである。（13)'(14）か’Y 
ら，
y J(Y, i) 
日y , G (15) 
sw--y-r-scy 
となる。この(15）において， SM キSじであるから，賃金と利潤との聞の所得の機能的分配が決定され
る。「労働者（賃金取得者）は賃金所得を全部支出し，資本家（利潤取得者）は利潤所得を全部貯蓄
する」という命題によれば， sw二 0, Sc二 lとなるから，国民所得Yは投資！＝！（ Y, i）と利潤分配
率によって決定されることになる。
ハンセンとサミュエルスンの接近方法については，ワイントゥラウプは次のように批判する。彼
らの接近方法の一般的形式は，価格水準の変動が貨幣需要量にしたがって究極的には利子率，産出
量水準及び雇用水準にどのような影響を及ぼすのかという問題に対しては，「ケインズ、派の交点」を
含む部分モデルよりも優れているとは思われなし五。特に取引動機による貨幣需要量は，収入と支出
の間の貨幣需要の増加，一定の価格水準における産出量水準，名産出量水準における価格水準など
で決定されるが，インフレーション期には取引動機の源泉となる価格水準の上昇は過小評価できな
いことである。それにもかかわらず， IS-LM分析の接近方法では価格水準が変動する現象はまった
く無視されている。しかも，利子率決定理論は取引動機による貨幣需要量も無視している。 LM関数
には価格水準の変動を考慮する方法がないから，この関数は利子率したがって実質産出量を決定す
る主要な変数を除去している。これらのことは，価格水準という要因を認める論者でさえも LM関
数の分析用具の内容については議論していないのである。ワイントゥラウプが，「利子率の理論は，
価格水準という要因がなければ，実物経済の問題を解明できなしりと批判していることからみても，
その議論が必要である。
3.総供給・総需要分析の接近方法とこれに対するワイントゥラウプの批判
総供給・総需要分析の接近方法も，ケインズ主義の 1つの解釈を示すものである。
この接近方法に対してワイントゥラウプは次の 4つの問題点を示して批判する。
第 1に，総予想売上金額の均衡は国民総生産か組企業生産物（GrossBusiness Product，略称
GBP）かのどちらかであると解釈できるのに，そう解釈していないことである。
第2に，多くの論文や書物で論争されたように，総供給関数Zの形状について問題があるという
ことである。
第3に，総供給関数 （Z関数）にも総需要関数 (D関数）にも各雇用水準では「同ーのJ価格水
準が組み込まれていることである。雇用量の増加につれて市場価格は上昇するという仮定の下で異
なる価格水準が考えられている。
第4に， Z関数とD関数がどのような図式で移動するかを示すことはむずかしいということであ
る。各雇用水準における価格水準の上昇を通じて究極的な均衡総予想売上金額が増加すれば，貨幣
賃金率が上昇し， Z関数もD関数も上方へ移動するであろう。①貨幣賃金率の変動のほかには，②
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独占力度（ワイントゥラウプは独占度と表現していない。）の変化，③技術変化によってもZ関数と
D関数はともに上方へ移動する。①～③はすべて均衡における雇用量，総予想売上金額，価格水準，
所得分配などを変動させる要因である。このようなことが総供給・総需要分析の接近方法では明示
されていないとワイントゥラウプは批判する。
ワイントゥラウプは以上の 3つの接近方法にみられる「古典派的ケインズ主義」が失業，インフ
レーション，超過需要などに真面して文字通り社会哲学として死んでしまって窮地（thecul-de-sac) 
に陥っていると考える。特にそれらの接近方法はインプレーション問題の取り扱い方は十分でなか
ったし，今日ではその問題を混乱させていると考える。インフレーションと失業は相互に排他的で
あると説明し，賃金単位で作用するケインズの指図を無視したため，価格水準の合意が不明確で
ある。もっともケインズの価格理論は，その雇用理論や国民所得決定理論に比べれば，精微ではな
いにしても，その点をケインズが見落したことをワイントゥラウプは批判している。
さらに，ワイントゥラウプは経済が窮地の袋小路に行き止まっているのは「古典派的ケインズ主
義」の分析用具を用いているからであると考え， 45°線モデル， IS-LM分析の「古典派的ケインズ主
義」モデルの最も大きな問題点は価格水準という要因を導入していないことであると指摘する。そ
のうえ，彼は「古典派的ケインズ、主義」は経済思想史の地獄の辺土に閉じ込められるべきであると
強調して，その辺土では「古典派的ケインズ主義」は生存基金説，古典派貨幣数量説などとともに
共存できると皮肉っている。そうであるとしても，彼は「古典派的ケインズ、主義」のモデ、ルが実物
経済あるいは貨幣的交換経済におけるケインズ的思考図式を極めて明確に表現したという点でその
功績を認め， 「古典派的ケインズ主義」が現代の経済思想体系において優れた特徴をもっているこ
とを高く評価している。
IV 所得決定の基礎一一所得決定モデル
ワイントゥラウプは所得分配理論の立論の基礎としてまずいかなる所得決定理論を構築している
かについて，次の1.～3.の観点から検討する。
1.所得決定の接近方法
IIで既述したように， 45°線モデ、ルは実質国民所得の決定に関する接近方法であり，ハンセンやヒ
ックスの IS-LM分析は国民所得と利子率の同時的均衡が成立するマクロ経済的調整を論証する議
論をより一般化した接近方法である。総供給・総需要分析は総供給，総需要および雇用量の決定に
関する接近方法である。これらの接近方法は，ケインジアンの分析の主要な活力を表わし，ケイン
ズ派経済学のかなり一般的な見解とみなされている。
ワイントゥラウプはそれらの接近方法の本質を生かして次の 2つの接近方法を展開する。（1) 45° 
線モデルの展開，（2) 総供給・総需要分析の展開。以下において，これらの展開を要約して説明す
る。
(1) 45°線モデルの展開
ワイントゥラウプは第1図の45°線モデルでは価格水準の変動を除外している。
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完全雇用国民所得水準を yfとすれば，総需要 C+Iは不足し，均衡国民所得 Y＊が余りにも少な
いため，失業が生じる。 yfよりも少ない均衡国民所得水準は失業が生じるデフレーション状態にあ
る。
国民所得水準が Y1のときには， D1Y1’の水準で「通常は」インプレーション・ギャップを示す超
過需要D1Yi-Y1 Y1＇が存在する。この名目的な超過需要は均衡国民所得 OY本が実現するため乗数
によって拡大過程を辿ることになる。価格水準の上昇は完全雇用国民所得 yfを達成しないうちに
止まり，したがって実質国民所得だけが増加する。ワイントゥラウプはこの図解を説明する際にイ
ンフレーションの概念を用いていない。この点が「通常の」 45°線モデルの解釈と異なる点である。
ワイントゥラウプの言葉を借りれば，「おそらく Y1での価格水準が Y＊での価格水準と同じもので
あり， Y2での価格水準ゃれでの価格水準などと同じものであるように，分析のすべてが実質表示
である限り，いかなる価格水準の上昇ももたらさないのは，あるいはもたらす必要がないのは，イ
ンフレーションである。価格水準はこの分析から除外される。」何はともあれ，ワイントゥラウプ
の場合には，不均衡状態 Y1で実質産出量が一時的に Y1に止まれば，一定の価格水準の下で在庫を
放出するという意味で，インフレーションが生じるであろう。このインフレーションは D1Y1の水
準で実質表示の前期の生産状態から低下するという意味に解釈することができる。
逆に，国民所得水準がれのときには，総需要 Y2D2だけが存在するから， D2Y2’の水準で「通常
の意味」のデフレーション・ギャップが存在する。価格水準の変動はなくてもデフレーション・ギ
ャップが価格水準を低下させることはしばしば議論されていることである。ここでは価格水準は変
動しないから，ワイントゥラウプはインプレーションと国民所得決定の叙述方法が一般に役立たな
いと考える。第1図において，総需要が Cf+Dであれば，総消費支出Cを個人所得税の減税などに
よって増加させ，法人税の減税が金融政策による利子率の低下によって総投資支出Iを増加させる
政策が必要であるからである。あるいは，総支出が C+Iであれば，その場合の政策が必要であるか
どうかは，価格水準が完全雇用状態まで上昇しないか，インプレーションが常に超過需要の結果で
あるか，のいずれかに依存する。「古典派的ケインズ、主義」のモデルには失業を伴うインプレーショ
ンを取り扱う手段は何もないわけである。
このような45°線モデルにみられるケインズの概念とケインズ体系の拡大に対するワイントゥラ
ウプの解釈には，理論的に説明するだけの価値があるのかどうかを検討する必要がある。ワイント
ゥラウプはケインズの概念の総需要関数（集計的需要関数）と総供給関数（集計的供給関数）の叙
述を補充するために45°線モデルの展開を提議する。この接近方法は，総供給関数の構成要素である
要素価格や生産関数などの決定要因を把握し，均衡国民所得の決定を考察し，これによってインフ
レーション理論を実質的に説明する可能性を示さなければならない。
既述のように，「古典派的ケインズ主義」のモデルには価格水準は導入されていないし，問題視さ
れてもいない。これに対して，ワイントゥラウプの展開では，インフレーションが超過需要の結果
であるとすれば，価格水準は完全雇用状態に達するまでは大きく変動しないという形式で示されて
いる。この点にワイントゥラウプの接近方法の特色がある。
(2) 総供給・総需要分析の展開
-12 - ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討
総供給・総需要分析に関するワイントゥラウプの展開は，次の2.と3.で説明する。
ワイントゥラウプは，自ら展開した総供給・総需要分析には少なくとも 5つの特色があると考え
る。
第 1に，資本深化，技術進歩，雇用成長に係わるマクロ的分配理論のいくつかの興味ある問題を
研究するための門戸開放になるというのである。また，その接近方法は成長理論に対しても静学的
なマクロ理論から組み立てられる諸要因を提供することができる。
第2に，その接近方法は賃金理論の再構成化に役立つている。貨幣賃金率と雇用量が「価格水準
の環動に連鎖しているならば，労働需要関数が導かれる」からである。
第3に，その接近方法はミクロ経済学をマクロ経済学と融合させ，総合化させる基礎を提供する
ことができる。
第4に，その接近方法はインプレーション理論の構成に役立つということである。特に価格水準
の扱い方については，ワイントゥラウプは「所与の貨幣賃金率と生産性の条件の下でさえも変動す
る内生的現象として明らかにする」ことができると考えている。
第5に，その接近方法は「古典派的ケインズ、主義」が看過したこと，すなわち，所得分配と独占
が所得や雇用に及ぽす影響を分析するのに役立つということである。
これらの特色は， 「古典派的ケインズ主義」のモデルには含まれていないワイントゥラウプのい
わば財産であり，ケインズ派経済学のもう 1つの技法を提示したものである。このことは彼の接近
方法の大きな長所である。
このような彼の所得決定に関する接近方法は，所得決定理論だけでなく，所得分配理論の根底を
しっかりと支えていることに留意しなければならない。
2.所得決定モデル
ワイントゥラウプの所得決定モデルにおいて所得決定理論の核心となる総供給関数と総需要関数
について（1）と（2）で吟味し，それらに若干の検討を加えたあとで，それらの関数から決定される均衡
国民所得の決定について（3）で検討する。
(1) 総供給関数
総供給関数については，ワイントゥラウプの定義，導き方およびその関数の形状を吟味し，それ
らに若干の検討を加える。
( i ) 総供給関数の定義
ワイントゥラウプは，所得決定のマクロ的枠組みの中で新しい所得分配理論を構築するための基
礎的要件として，総供給関数と総需要関数のマクロ概念を用いて実質表示で示し，賃金理論や貨幣
理論ひいては資本主義経済社会の経済現象にふさわしい分析方法で所得決定の主題に取り組んで
いる。ワイントゥラウプは総供給関数の考察にあたってケインズのマクロ分析を用いる。
ワイントゥラウプは総供給関数を次のように定義する。すなわち，総供給関数は企業者（資本家
の意味に捉える。）が予想した最小の総売上金額Zとある特定の雇用量Nとの相互関数を構成するも
のであり，しかも「各予想売上金額Zがある特定の雇用量Nを創り出すという意味でNの額をZの
予想額に結びつける」ものである。このような相互関係が本来N=N(Z）で表わされるとしても，
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たいていの文献ではこの関数の逆の関係として
Zニ Z(N)
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(16) 
で示されている。この（16）がワイントゥラウプの総供給関数（以下ではZ関数と名づける。）であ
り，ケインズの総供給関数と同義である。ケインズの総供給関数は「ある所与の雇用量から得られ
る産出量の総供給価額はその雇用量を与えるすべての企業者に同じ価値を与えさせる売上金額の
予想」を示すものである。しかも集計値を示す総供給価格の下で総予想売上金額の経済的意味を理
解することができる。ケインズとワイントゥラウプのZ関数はどちらも，総予想「売上金額が満た
さなければならない最低要求額」を表わす企業者の予想が雇用量を決定する。企業者はまず総予想
売上金額の水準を問題にして，次に雇用量の実現を図るという考え方に基づくからである。
ワイントゥラウプのZ関数上の点はすべて組国民所得水準を意味する。この粗国民所得Zは賃金
所得（賃金と俸給の合計） lN，固定所得F，組利潤所得Gの3つの範鴎の所得に分けられ，粗企業
生産物（略称 BGP）とも名づけられている。 Zの分配定義式は
Z= lN + F+ G (17) 
で示される。 fは貨幣賃金率である。固定所得には雇用量や総予想売上金額の増減とは無関係の所
得，すなわち利子，賃貸料，地代のような契約所得が含まれる。組利潤所得には減価償却，間接税，
短期・長期信用の利子，配当，純利潤などが含まれる。
( i ) 総供給関数の導き方
ワイントゥラウプは総供給関数Zを個別企業の供給関数から導いている。この導き方の基礎は企
業の理論にある。企業の雇用決定態度は個別企業の段階で現われるからである。
ワイントゥラウプは， Z関数を導くために，ひいては所得決定モデルを形成し，所得分配理論を
構築するために，純粋競争的な封鎖体系の短期均衡モデルを考える。このモデルで彼は単純化のた
めに次の 6つの仮定を設ける。
① 労働力は唯一の可変的生産要素であり，同質的である。
② 企業の資本設備と生産技術はともに一定である。
③ 要素価格，特に貨幣賃金率は総供給曲線 （Z関数）上のすべての点で所与である口この仮定
は所与の賃金単位で表わしたケインズの分析とほとんど同じ仮定である。
④ 生産関数ないしは各点上の労働生産性の関数は周知のものとする。
⑤ 企業は完全に垂直的に統合させるものとする。すなわち，生産要素に必要なすべての要素は
企業で生産されるものとするが，労働力については除外している。この場合，完全統合企業と
は原材料段階から小売段階までのすべての生産過程と販売過程を営む企業のことである。
⑥ 企業者（資本家）の価格政策の行動様式としては，利潤極大化行動が想定されていを。この
場合，ワイントゥラウプは生産物市場には完全競争が支配し，収穫法則が成立すると仮定する。
これらの仮定は個別企業の場合には該当するから，ある産業内の各企業の限界費用曲線を横にし
て集計したものであり，しかもこの産業内の各企業者の産出量と予想市場価格との相互関係を示す
産業の短期供給曲線が決まれば， 1つの産業の供給関数も決定される。この点についてはケインズ
もワイントゥラウプも同じ仮定を設けている。ケインズは産業の供給曲線がどのようにして構成さ
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れるかを証明している。しかし，この証明は不十分で、ある。産業の供給曲線が1つの財だけを供給
する供給曲線に限定される場合には，総供給曲線には供給された財はすべて含まれる。産業の供給
曲線上のあらゆる点に対応する座標軸上の値は相互に関連しているから，もう 1つの産出量の総予
想売上金額はその産業の中に含まれる。この場合，総予想売上金額は企業者にある特定の財の供給
を誘発させる要因となる。総供給関数は，各産業の生産関数とその資本設備がともに所与で，技術
変化がないときには，総予想収入と雇用量の聞の一意的な関係を示すものである。このことから各
産業の生産関数および供給関数を通じて全産業の総供給関数が導かれる。 1つの産業の供給関数は，
その産業の予想売上金額に関連し，企業者にある特定の雇用量を誘発させるものである。
この 1つの産業の供給関数は，ワイントゥラウプの図解では，次のようにして導かれている。い
ま，産業Aの供給曲線ZAが所与であると仮定する。この産業の企業者が価格Ptを予想する限り，
この企業者は産出量x~ を供給するであろう。換言すれば，この企業者は少なくとも Pt· Y1Aに等し
い予想売上金額すなわち予想収入z~ を期待するであろう。したがって，この予想収入の下で産出量
xtを供給するためには，企業者はその生産関数に基づいてある特定の雇用量Ntを決定しなければ
ならない。このことは図解で示されている。第2図の横軸には雇用量Ntをとり，縦軸には予想売上
金額ztをとる。この図には産業Aの企業者の予想売上金額とこれに対応する雇用量のありとあらゆ
る組合せが含まれる。このようにして，その予想売上金額と雇用量との技術的関係を表わす供給関
数 Z~＝f (N f ),i = 1,2，……， η，は全産業に対応して構成することができる。
z pA 
ZA 
ZA 
z:1－一ー一一一一ー一一一一一ーー
』?
???
z~·i-－－－ 一一一一ーユ，
Xf Xt Xf 
XA 
z：‘ー一一一一一一一一一一
0 N~ Nt N3A 
第2図 第3図
各産業の供給関数を集計すれば，マクロ経済の総供給関数Zを導くことができる。この関数を導
くためには，さらに，「各産業の供給曲線が決定される」ことと「各産業の予想売上金額の集計量に
対する総売上金額の配分が決定され」なければならない。このことは，各産業の生産構成も予想売
上金額の構成もそれぞれの雇用水準に対応して決定されることを意味するが，各産業の雇用水準で
は常に生産量に占める雇用量の比率が同一でなければならないことを無条件に意味するのではない。
その水準が雇用量を決定するので，その雇用量の産業別比率も一意的に決定されることになるから
である。このようなワイントゥラウプの見解によれば，総供給関数Zは各産業の生産関数から，し
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たがって各産業の予想売上金額の配分から決定されるだけでなく，その供給関数が各産業で決定さ
れる場合には決定されることになる。さらに，ワイントゥラウプが設けた仮定⑤によれば，代表的
企業の存在を仮定することになるから，代表的企業を意味する産業全体の総予想売上金額はこの金
額表示の総供給すなわち国民総生産ないしは粗国民所得と同義になる。仮定③によれば，予想市場
価格は収穫逓減のために増加する限界費用と関連しているから，雇用量の増加につれて価格水準は
上昇するであろう。
(ii) 総供給関数の形状
ワイントゥラウプは総供給関数Zの形状を第4図で説明する。この図の横軸には雇用量Nをとり，
縦軸には総供給Zをとる。
Z,F.,W 
z 
F’ 
w 
。
第4図
(17）で総供給を構成する ZNはOW線で表わ
され，賃金額Wは，
W=lN (18) 
で示される。所与の貨幣賃金率の fの下で，（18)
dW をNで微分すれば，一一二fとなるから， ow線dN 
dW の勾配7万は貨幣賃金率に等しい。 ow線と
FF＇線との縦軸の差は固定所得を表わしている。
雇用量NがN>N1のときの差額｛Z-(lN+ F)} 
N は粗利潤所得Cを表わし，逆に NくN1のときの
差額は損失を表わしている。
第4図の総供給曲線Zは，雇用量の増加につれ
て総予想売上金額が増加することを表わしている。
既述の仮定と所与の総供給の下では，雇用量は要素価格，労働生産性などが大きく変動するときに
のみ決定されるから，また総予想売上金額がゼロのとき雇用量はゼ、ロであるから，総供給曲線の形
状は原点からはじまり，横軸に対して凸状であるとワイントゥラウプは仮定する。この総供給曲線
dZ 
の勾配ヨ万は，（17）をNで微分して
dN dG 
一一一二 l+-
dN dN 
(19) 
dG で示される。寸訂は限界組利潤所得である。
九ん 一 平 dG
企業者が利潤極大化原理で＂h動する予めLは一一之Oでなければならない。したがって，各雇用ー’ dN-
水準では，総供給曲線Zの勾配は ow線の勾配 fに等しいかそれよりも限界粗利潤所得だけ大き
い。 ow線はZ曲線の 1つの構成要素であるから， ow線の形状も原点からはじまり，横軸に対し
て凸状である。そのため， OW線はZ曲線とともに低下し，それとともに上昇する。
ワイントゥラウプは，総供給曲線の勾配を基本的な生産性の諸関係に基づいて決定している。彼
は収穫法則の妥当性を考慮するから，雇用量の増加は収穫逓減に基づいて導かれる。このことから
総供給曲線の形状が横軸に対して凸状であることがわかる。換言すれば，雇用の弾力性Ezは最小の
要求予想売上金額に関連して総供給曲線上の各点では 1よりも小さいことがわかる。この雇用の弾
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力性は（17）と（19）から導かれるものであり，
F十Gf十一一一一一E _ Z dN _ N 主主
z-NdZ- dG ξ1 
f十一一一dN 
で示される。
(20) 
所与の貨幣賃金率の下で雇用量の増加につれて限界粗利潤所得が平均粗利潤所得 （F+G）川fよ
りも大きくなれば， Ezく1となるであろう。固定所得Fが雇用量に比べてさほど重要な経済量でな
いときにも， Eく1となるであろう。
総供給曲線の形状についてワイントゥラウプと類似した理由を考えているのは，例えば，ストニ
ール（R.Stonier），へイグ（D.Hague），ウェルズ（P.Wells）である。
ヴエンドープ（E.C. H. Vendorp）とウェルケマ（G.Werkema）の批判は，総供給関数の形状
が凸状であるのは収穫逓減に基づくからであると解釈し，ワイントゥラウプとウェルズの単純化に
対応させている。ヴエンドープとウェルケマは，生産関数に基づくワイントゥラウプの仮定，すな
’＿ dX , d2X ,. ,_., 
わち， iを労働の限界生産力とすれば， x一一一一＞O 一一一一くOといっ仮疋を受け入れるとし" dN ’λ － dN2 _ ,_ d~xー｛ヲ
ても，ワイントゥフウプの条件 x”一一一一 Oを否疋する。」の条件があれば，総供給曲線の形状dN3 
は横軸に対して凸状であることが明らかになるのに，その条件 x＂＇二 Oを否定している。ヴエンドー
プとウェルケマの見解は生産関数の技術的性格に基づいているからである。
ヴエンドープとウェルケマは，総供給曲線の形状が横軸に対して凸状であるための条件として，
次の条件
x＂＇く 2(x;)2 xγ 一一x x (21) 
を与える。この条件がなければ，ワイントゥラウプやウェルズと同じ結論が得られる。したがって，
収穫逓減現象だけがケインズ派の総供給曲線の形状を決める十分条件ではなし3。総供給曲線の形状
は，生産関数の形状に関する通常の 3つの仮定 x’＞O,x”く0,x＂’ニOに依存するから，横軸に対し
て凸状になるであろう。
このような結論は，すなわち，収穫逓減にもかかわらず，ある特定の仮定の下では総供給曲線の
形状が横軸に対して凹状でないことは，ジョンスン（H.G. Johnson）が証明している。ここではそ
のことをウェルズ，ヴエンドープ，ウェルケマが用いた方法で証明する。
総供給関数（24）は総供給曲線の形状を明らかにするのに有益である。利潤極大化原理と完全競
f 守争の仮定の下では，価格水準Pは生産の限界費用－－；；－ 1：：等しい点で決定される。このことはマクロx 
経済にも該当することである。すなわち，
J fX¥ 
dZ _ d(PX)_ u¥ x＇） パーピ）2-Xx”
dN - dN - dN --<; (x’）2 (22) 
_1zf fX¥ 
d2 z -u ¥ x’）＿／）2X(x”） 2ー （x’）zx”－x’Xλノ”
dN2 - dN2 -{; (x’）3 (23) 
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d3Z _ 3Xx"x"'-2(x’）2x"' -x’Xx附
(24) dN3一（.I 
I I d2 z ¥ で示される。 Z”＞O(Z’一一一一）のときドは，総供給曲線の形状はどの範囲でも横軸に対して凸状¥ dN2） 」
であるo X’＞Oのときとど’＜Oのときは，常に x＂＇三五Oである限り， Z">Oとなる。したがって，
Z’＜Oとなり，総供給曲線の形状が横軸に対して凹状となるときには，労働の限界生産力の逓減率
X附は， x"'>Oとならなければならない。ジョンスンは，労働の限界生産力が減少するときにも，
総供給関数の形状は一意的に決定されないという結論を導いている。デイヴィッドスンも，労働の
限界生産力曲線の勾配だけが総供給曲線の形状に対して決定的なものではなく，労働の限界生産力
に対する労働の平均生産力の比率4の変動がその形状にとって決定的なものであると考えて，ジ
105) x 
ョンスンの見解に賛成する。このほかの代表的な論者の見解については割愛する。
(2) 総需要関数
ワイントゥラウプの総需要関数については，この関数の定義，導き方および形状を吟味し，それ
に若干の検討を加える。
( i ) 総需要関数の定義
総需要関数の定義については，ケインズの場合とワイントゥラウプの場合を比較すれば，両者の
相違点が明らかになる。と同時に，ワイントゥラウプがケインズの考え方をどのように受け入れて
自らの考え方を打ち出しているかを明らかにすることができる。
ケインズの場合には，総需要関数は企業者が実際に予想する総需要とそれに対応する雇用量Nと
の関係を表わすものである。「DとNとの関係は D二 f(N）で書かれるから， Dは企業者がN人の
雇用から受け取ると予想する売上金額であるとしよう。」この総需要関数も総供給関数の場合と同
様に総予想売上金額の意味内容が問題となる。総供給関数における総予想売上金額は生産するため
にはどれだけ総予想収入が必要であるか，したがってどれだけ雇用量が実現するかを表わすもので
ある。これに対して，総需要関数における総予想売上金額は最小の総予想売上金額ではなくて「事
後的に予想した」総売上金額のことであり，しかもこの総予想売上金額はやはり企業者の観点、から
考察されていると解釈できる概念である。
ワイントゥラウプの場合には，総需要関数（以下ではD関数と名づける。）はある特定の雇用量の
ときの消費者の「事前的な」あるいは「事後的な」総支出の問の関数を表わすものである。ワイン
トゥラウプは既述の総供給関数（Z関数）にD関数を対照させるものとして総需要を考えている。
ワイントゥラウプによれば，総需要Dは事前的な消費支出 Deと事前的な独立投資支出 D1から
構成され，
D=Dι＋D, (25) 
で定義される。消費支出だけが雇用量Nとともに増減するとみなされるから，事前的な消費支出は
Dc=Dc(N) (26) 
で示される。この De関数については後述の 2.で再吟味する必要がある。
( i ) 産業の需要曲線から消費需要関数を導く方法
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産業の需要曲線から消費者が各雇用水準における事前的な消費需要曲線 Deを導く方法は，まず
最初にある 1つの産業の価格と産出量との相互関係を確定し，次にその価格と需要量との相互関係
を確定するという方法で示される。
ある 1つの産業の価格と産出量との相互関係はその産業の総供給関数で表わされる。この関数を
導くためには，その産業の生産関数が所与であると仮定して，各価格に対するある特定の供給量（産
出量）を決定し，これに対応しである特定の雇用量を決定する必要がある。この場合の雇用量は，
前述の仮定の下では，各雇用水準において他の産業の雇用量に対する一意的な諸関係の中で決定さ
れるものであれそのとき生じる需要のうち所得に依存した需要，たとえば消費財需要の存在が極
めて重要であるから，産業の需要曲線の状態を決定するものである。
所得に依存した需要が存在する場合には，とりわけマクロの雇用水準に依存しない需要曲線だけ
が存在する場合には，マクロの各雇用量の下である特定の所得に依存した消費財需要の需要曲線が
存在することになる。
このような相互関係は，ワイントゥラウプに倣って次のように図解することができる。
pA 
D-0 
o x~ xt xtx41 
第5図
D4 
ある 1つの産業を産業Aとすれば，この産業の
総供給曲線 ZAは所与であると仮定する。いま，
供給価格が Pt のときには，企業者は産出量 x~
を供給するであろう。企業者は Xfを生産するた
めに必要な雇用量がN1Aであること（第2図と第
3図）を示す最小の予想売上金額 Zf=Xf・Ptを
期待できるからである。また，その雇用量 Ntは
マクロ経済の雇用量 N1の一部分であるが，この
XA Ntの中には産業の需要曲線 Dtが含まれる。こ
の需要曲線に基づいて，供給価格が P1Aのときに
は， （Xf）’が需要されるであろう。すなわち，この
需要の「事前的な」支出は Dt=(Xf)’・P1Aで示
される。この場合には，超過需要 Dt Zfが存在するから，企業者は供給量を増加させるであろ
う。これに対応して供給価格 Pf,Pf, Pl，…が成り立つであろう。重要な価格はこの各価格に対
応する雇用量に係わる需要曲線，たとえば，第5図のe,f, g, hのような需要曲線と結びつけ
てみれば，ワイントゥラウプがD-0曲線と名づける「需要・支出曲線」（“Demand-Outlay-Curve”）
が導かれる。この「D-0曲線は本質的には一定の貨幣所得という仮定の下でそれぞれ描かれるマー
シャル的な産業の需要曲線の一群（需要曲線図表）から抽出される」 （括孤内の説明は筆者）もの
であるとワイントゥラウプは定義する。
「需要・支出曲線」は 2つのことから導かれるものである。 1つは，それは企業者のそのときど
きの最小の予想売上金額から導カ亙れる。もう 1つは，その曲線は需要者の事前的な支出を増加させ
る異なった雇用水準の下で，産業の二者択一的な価格が存在するときに対応して存在するD曲線と
Z曲線から導かれる。
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 -19-
DA 
D1トー ーー 一一ー 一ー一ー 一一ー 二日 DA二 DA(NA)
第6図のように，横軸に NAをとり，縦軸に DA
をとって，需要者の事前的な支出を座標上にとれ
ば， DA曲線を得ることができる。この曲線は，所
得に依存した需要を表わしており，
DA=DA(NA), dDA －一一7くOdNA (27) 
で示される。
マクロのD関数とZ関数は，マクロの各雇用水
0 .Vt Ni1 N:1 Nf' 
NA 準の下で生産の産業的構成が一意的に与えられる
第6図
という仮定に基づいて得られるものである。 D関
数上の各点に「埋め込まれた価格は，それに対応
した雇用量Nの点におけるZ関数の価格と同じも
のになるであろう。」マクロの各雇用水準の下では，各産業の供給量xiとその供給価格P，・との積
~p,xi で示されたある値になるからである。この総計は，雇用量Nを需要するために必要な企業
者の最小の予想売上金額を表わすとともに，同一の雇用水準の下で需要者の事前的な支出(Dの値）
が全産業の需要量Xとその供給価格Pとの積 PXと対比できるものである。したがって，ある特定
の供給価格の下で需給量が異なれば， DとZの値はともに小さくなる。（25）の総需要曲線は所得に
依存した需要も所得に依存しない需要も含まれることを意味する。この総需要曲線は，所得に依存
した需要に対応した各雇用水準が存在するときには，独立投資需要の追加を必要とする。
(ii) 総需要関数の形状
ワイントゥラウプは総供給関数と相互関係をもっ総需要関数を（25）で表わしている。この関数の
形状はその構成要素に基づいて決定されるものである。以下ではこの構成要素をワイントゥラウプ
に倣って説明する。
ワイントゥラウプは，事前的な消費支出 Deは総可処分所得 ydと財産Vに依存するものと考え，
次の消費関数
De二 cyd十 Sv v (28.1) 
を定義する。ここで， cは平均消費｜主向， SI'は財産Vに基づく負の平均貯蓄性向である。 Vは総可
処分所得の一部分に依存するから，消費関数は De二 De(Yd）と書くことができる。この曲線の形
n 、 dDc状がわかれば，平均消費性向 _0;_ と限界消費性向一一ーが決まる。限界消費性向はもちろんケイdYd 
守 d dDc 、ムンズの基本的心理法則Lよって I＞一一一一＞Oか成斗するものとする。 De>Yeであるときには，dYd 
Deは負の貯蓄 SvVをしなければならなくなる。
総可処分所得 ydについては，各雇用水準の下で賃金所得fN，固定所得F，配当粗利潤 rvc,
移転支出 Tt，所得税 Tcから構成されると考えられているので，総可処分所得は
yd二 fN+F+rvG+(Ti-Tc) (29) 
で示される 0 ,vは配当粗利潤率である。したがって，（29）と (16）から総可処分所得は
Yd= Yd(N) (30) 
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で定義される。
総消費関数は 5つの構成要素から成り立っている。これらの要素は，金利生活者（固定所得取得
者），労働者（賃金取得者）および資本家（利潤取得者）の 3つの所得階級の消費支出，移転支出の
取得者の消費支出，負の貯蓄に基づく消費支出の 5つの消費支出に分けられるものである。
この分け方は，価格現象と雇用現象がそれらの所得取得者の実質所得に異なった影響を及ぼし，
実質所得は短期では実質消費の基本的な決定要因であるという意味で，マクロの消費行動を考慮す
るために必要な分け方である。
ワイントゥラウプは，各所得取得者の実質所得を雇用水準に関連させ，各所得取得者の名目的な
消費支出を決定する。そのためには， Z関数に含められている価格水準を，総供給関数と総需要関
数の体系の中に導入しなければならない。価格水準は競争経済では貨幣賃金率と労働の限界生産力
との相互関係に依存するから，所与の貨幣賃金率の下では雇用量の増加につれて価格水準は収穫逓
減法則によって上昇するであろう。
いま，単純化のために，デイヴイツドスンとスモーレンスキー（E.Smolensky）の解釈に従って
各所得取得者の実質消費は各所得取得者の実質所得の比例関数であると仮定する。この場合，どの
所得取得者も所得がないときの消費を無視し，実質所得が増加してもその限界消費性向は一定であ
ると仮定する。これらの仮定の下で各所得取得者の消費支出を順次説明する。
① 金利生活者（固定所得取得者）の消費支出
ワイントゥラウプは収穫法則の妥当性を前提する。金利生活者の消費支出 D~ は課税後の固定所
得Fに基づく消費支出であるから，金利生活者の限界消費性向をひとすれば，その消費支出は Df:
=cFFで示される。この金利生活者の消費関数
De 
， 
－’ ，ー’ v F’ 
Df:の形状は第7図の FF＇線で表わされる。雇用
量の増加，したがって総予想売上金額の増加は価
格水準を上昇させるであろう。このことは金利生
活者の実質所得と実質所得を減少させるであろう。
金利生活者がその実質消費をその貨幣的支出 Df:
の上昇によって維持しようとしても，硬直的な所
得の天井すなわち固定所得の水準 FF'が上方の
限界となるため，この金利生活者の総消費支出は
制限されるであろう。したがって，金利生活者の
?
? ??
?
?
， ， ??， ， ?，?，?，?
， ， 
F ー， ， Df ， ， ， ， ， ，?，，??，?
??
N 。
限界消費性向。は l>CF>Qの範囲に存在する
から，その実質消費は減少するであろう。
産業Aにおける金利生活者の支出を多種多様な財に関する支出の典型とみなせば，各供給価格に
第7図
おける産業Aの金利生活者の需要・支出曲線 （D-O)Aは，第8図のように，右上方へ移動し，最
後はより高い価格水準で一定の支出を反映するように反転して左上方へ上昇する傾向がある。第5
図のように， Nの増加に伴う倒産回避のために固定支出が僅かに上昇するとしても，最終的な結果
としては大差ないであろう口したがって，固定所得は低い雇用水準において総需要が総供給を上回
pA 
。
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 - 21-
(D-O)A 
第8図
る理由を説明するのに役立つ概念である。
ここでワイントゥラウプに従って移転支出 Tt
に言及すれば，次のようになる。移転支出は，低
い雇用水準では特に増加し， Nの増加につれて減
少しそうである。Ttの形状は個人所得税曲線の形
状と同じであり，実際には Tt=Tcとなるであろ
うから， Tt-Tcは貯蓄を示し，この貯蓄は主と
して政府証券の利回りや失業手当を受領していな
がら個人貯蓄をする場合などに依存する。したが
XA って，個人所得税 Tcは低い雇用水準で生じる状
態の Dc>Zを説明するためのものであるが，高
い雇用水準では TcはDcを低下させるであろう。
産業Aの需要・支出曲線 （D-O)Aは，第5図の D-0曲線の右上りの形状とは異なり，ある産出
量水準で急に反転して後方へ上昇するであろう。したがって，個人所得税関数は Tc二 CtZ で示さ
れる。限界租税性向 Ctはほとんど 1に等しい。移転支出 T1は所得水準，雇用水準，特に賃金所
得Wに依存するから，移転支出の関数は T1=Tt(W), WニiN，で示される。移転支出は雇用量
の増加につれて減少する （dTt/dNく0）。
② 労働者（賃金取得者）の消費支出
貨幣賃金率は所与と仮定したから，第4図では ow曲線は雇用量が増減するときの賃金支払額
の状況を表わしている。雇用量が増加するときには，労働者の消費支出 D~ は逓減するとしても絶
対的には増加するから，労働者の消費需要関数 DI[では雇用量の増加につれて総消費需要Dcは増
加する （dDc/dN>O）。
De 
。
DP 
労働者の消費支出の総額は既存雇用者の一定の
名目支出と新規雇用者の名目支出の増分との合計
であるから，また労働者の限界消費性向 Cwは l
>cw>Oの範囲に存在するから， D'r:曲線は第9
図のように ow曲線の下方に位置する。
D Eは負の貯蓄 SvVを含む関数であるが， Tc
は含まれていない。しかし，雇用者の消費支出が
失業手当を受ける者の消費支出よりも大きいとき
には，労働者の消費支出の増加は個人所得税 Tc
の減少を上回るから，均衡状態では総消費需要
N Deは増加するであろう。
第9図 この Deの増加が低下する限界は，労働者が取
得した総所得目的に使う場合，すなわち D~· 曲線と ow 線が互いに低下する場合に生じるであろ
つ。
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③ 資本家（利潤取得者）の消費支出
資本家の消費支出 Dgは，第4図では差額 （Z-F）で示される。この資本家の消費支出は配当
組利潤 rvcにも関連するが，資本家の限界消費性向＇!Ccは l>cc>Oの範囲に存在するから， Df
曲線は rvc曲線よりも下方に位置する。
Z，砂r
N1 
第10図
ワイントゥラウプは総実質粗利潤が収穫法則の
作用を受けて雇用量の増加につれて増加すること
を仮定するから，資本家は，雇用量の増加につれ
て価格が上昇するために名目消費支出を増加させ
るであろうし，しかもその実質消費支出をやはり
Dg 一定に保とうと考える。したがって，第10図のよ
N 
うに， Df曲線は原点から右上方へ逓増するZ曲
線の形状と同様な右上りの形状で描かれるであろ
う。この図はブロンフェンプレンナーが描いた図
である。この図にはワイントゥラウプの導入した
Df と Tc-D~ は含まれていないが，これらの要
因が含まれたとしてもこのような形状の曲線を示
した図になるであろう。この図では De曲線とZ曲線との交点Eで均衡解が存在し，この交点、で均
衡雇用量 N1が決定される。 Z曲線の勾配が交点Eの左側で De曲線の形状よりも大きいときは，
E点は安定均衡点である。
以上の3つの所得取得者の消費支出 D乙Dt,Dg，さらに Tc,D初五ら構成されるものが総消
費関数 Deであり，この関数をワイントゥラウプは，
DeニDr+Dg+ Df+ (Tc-D~） (28. 2) 
dDc であると定義する。この関数は第13図において右上方へ逓減する形状で描かれ，その勾配 Nは
正である。雇用量Nの増加につれて DrとDgのそれぞれの所得が増加し，ひいては総消費支出 De
が増加するからである。
この総消費関数 Deの上昇はZ関数の上昇よりも小さい。この点については少なくとも 2つの理
由を挙げることができる。 1つは，価格水準が上昇するときには，金利生活者はその実質消費を維
持できないからである。もう 1つは，労働者も資本家も所得の増加につれて貯蓄し，負の貯蓄が雇
用量の増加につれて減少するからである。これに対応して移転支出の消費支出 D~ も増減する。こ
の移転支出と負の貯蓄に基づく消費関数の形状によれば，総消費関数の形状は逓減する。
第11図のD関数は総消費支出 Deと投資支出 D1から構成され，（25）で示される。投資支出は雇
用量Nに対して次の3つの関係で決定される。
①投資支出は雇用量に依存しない独立投資である。②資本家（企業者）は実質投資支出で計画し
て雇用量の増減から生じる価格効果を考慮する。投資支出は雇用量の増加につれて増加する。③事
前的な実質投資 D1は雇用量と産出量の増加関数である。そのため，投資支出は雇用量の増加につ
れて②の場合よりも大きく増加する。総じてワイントゥラウプは，投資行動の「多くは雇用量の増
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/) 
。
(3) 均衡国民所得の決定
.'i 
減によって生じた予想に依存するであろうし，ま
た，価格が上昇し，雇用量が増加するにつれて黙
示的な貨幣政策と利子率の諸現象に依存するであ
ろうが， D1を雇用量の増加関数とみなすことは
合理的なことである」と考える。
投資支出の場合にはどのような企業行動が考え
られるであろうか。このことはマクロの総支出の
増加いかんによって左右される。第11図では De
関数と D1関数のそれぞれの構成要素が表わされ
ている。ワイントゥラウプは，政府支出 Dgにつ
いて制度的所与性に基づいて本質的に固定した貨
幣支出で決まると考え，構成要素にしていない。
既述の(1）と（2）において総供給関数と総需要関数を吟味して検討したから，この（3）ではワイントゥ
ラウプ体系において所得の均衡，したがって雇用の均衡がどのようにして決定されるかを吟味し，
それに若干の検討を加えなければならない。
ワイントゥラウプ体系では，均衡状態は消費者の事前的な総支出Dが企業者（資本家）の総予想
T ムヲム dD dZ 、占売上金額Zに等しいときL成斗する の場 一一くーーか成斗し，低い雇用水準で D>Zが
128）。」口’ dN dN 
成立すれば，安定均衡点が存在する。
D,Z 
Z3 ,Z 
D*=Z事
D*=Z叶一一一一一一一一一ー 一ー一一/J2一
人’I .¥'2 ？♂，＼＇3 
第12図のように，企業者が予想売上金額を Z1
の水準で期待すると仮定すれば，企業者は，雇用
量 N1を需要するであろう。この N1では消費者
D 側から流れる事後的な貨幣支出は D1の水準で計
画される。この場合には D1>Z1となる。したが
って，企業者は消費者が市場を支配している現行
価格で企業者の販売量よりも多く購入するであろ
う。超過需要のとき，企業者は雇用量も産出量も
増加させようとするから，企業者がその総予想、売
上金額Zを事前的な総支出Dに対応させる場合に
は， Z曲線とD曲線との交点で均衡雇用量N＊が
決定される。この均衡状態では，他の事情が不変
である限り，企業者が雇用水準を変動させようとする誘因はない。
いま，雇用水準，たとえば， N3がその交点の右側に存在するときには，企業者は予想売上金額z3
を期待し，消費者は D3を支出しようとしているから，予想売上金額は事後的な売上金額よりも多
い。企業者はこの見込み違いを解消しようとして予想売上金額を減少させ，したがって雇用量を減
少させるであろう。しかし，企業者が均衡雇用量 N＊を上回る雇用量を需要する限り，予想売上金
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額は事後的な売上金額よりも多い事態は変わらなしユ。この2つの売上金額が均衡するのはやはり雇
用水準 N＊ をもたらせるZ曲線とD曲線との交点である。
この交点において成立する「所得と雇用の均衡」について，ワイントゥラウプはその均衡が安定
的であるのかどうか，またその均衡が確実に成立するのかどうかを明らかにしている。
まず， dDc>Oは明らかであるから，ワイントゥラウプは dZ>dDcの証明を考える。
総可処分所得 ydの定義式（29）をNで微分すれば，
dY. v dG drv dG d( T1 Tc) ~＝f十 f 一一一＋ G一一一一一一＋dN dN dG dN dN 
となる。（19）から（31）を号！けば，
dZ dY, dG I drv dG dT1 dTc ¥ 一一一一一三＝(1-rv）一一－（ G－一一一＋一一一一－）dN dN dN ¥ dG dN dN dN J
(31) 
(32) 
となる。 1-r v >Oのとき，（32）の左辺第1項は正となる。 Nが増加すれば，移転支出 T1は減少す
dT1 、 J↑るから，実際には一一くOとなるであろう。個人所得税 Tcは増加するから ___f_>Oとなるで
dN ’dN 
あろう。このようにして，総供給Zの増加が ydの増加を上回るかどうかは，（32）の右辺第2項の
小括孤内の値が正，負いずれかに依存し，さらに配当粗利潤率 ri＇ の増加に依存し，，， i· の増加が~(1 
v dG dT1 J中） )! ＞ 守、-r ）一一一一一一＋一一ι｝の値を相波するかとうかL依存する。 drvは，たとえば，企業者が配当dN dN dN J 
粗利潤率を上昇させる配当政策をとらない限り，ゼロになる。したがって， dZ>dYdとなる。この
ことが成立する可能性は，次の3つの場合にある。①dNが1単位だけ増加するにつれて， dGが
Gに比べて小さいとき，すなわち dGは小さしユから，企業者の配当政策が放漫でない限り， drvが
ゼロに近づくような〆の任意の大きさの変動を予想する理由がない場合である。②Gが大きな値
の場合である。③Nが大きな値の場合である。
これらのことが成立しなくても，やはり dZ>dDcは次の少なくとも 3つの理由から成立する
であろう。
第 lに，「dZ>dYdである限り，また総可処分所得から貯蓄する場合には常に dYd>dDcとな
れば， dZ>dDcが成立する。したがって，安定的な関係は必然的に満たされるからである。」つま
り，①負の貯蓄，②労働者（賃金取得者）がその実質消費を維持するために賃金所得に基づく消費
支出の増加，③金利生活者の支出の増加，などを通じてのみ dDc>dYdが成立するであろう。しか
し， SvVはNの増加につれておそらく減少するであろうから，負の貯蓄 SvVは所得水準が低いと
きにのみ重要なものとなる。
dD{. 第2に，所得と雇用が既に高い水準にあれば，一一一弓Oとなるであろうからである o Cw二 1,Sw dN 
=Oであれば， dZ>dDcが成立しなければならなしh。この結果は Cwの低下とこれに対応する Sw’
の上昇から確かめられることである。
第3に，第13図の支出曲線 Deが総可処分所得曲線れよりも下方に位置する（この位置では
dYd>dDcとなる。）まで貯蓄は負であるからである。（28）と（29）から，
dYd-dDc二 (1-c）・ dYd一｛yd・dc+d(svV)} (33) 
が得られる。この（33）の右辺第1項は正である。 Nの増加につれて負の貯蓄 SvVは減少するから，
D,Z 
。
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De 
.v 
第13図
d( s v v）くOになりそうである。金利生活者の de
は，結局はゼロになる。労働者（賃金取得者）の
deは，初めは若干の貯蓄利子があることを仮定す
れば，僅かに上昇するであろう。資本家（利潤取
得者）の deは，その貯蓄が絶対的にも相対的に
も増加するから，低下するであろう。いずれにし
ても，右辺の第2項は負になるから， dYd>dDc
が成立することになる。この意味において， Deが
ydと同じ勾配で，あるいは Deがydよりも大
きな勾配で上昇するとしても，負の貯蓄 SvVが
存在する限り， De曲線は yd曲線の下方に位置
するであろう。負の貯蓄は別として， De曲線の勾
配はかなりの範囲にわたってZ曲線の勾配よりも急であってはならない。
ここで，総需要関数と総供給関数はともに予想量に基づいて形成されていることを確認しておく
必要がある。ケインズの場合には，それらの関数は企業者の視点から形成されるものであり，総予
想売上金額を中心概念としている。これに対して，ワイントゥラウプの場合には，総需要関数は消
費者の視点から形成されるものであり，消費者の計画を中心概念としている。その他の点では，ワ
イントゥラウプは予想量によって雇用量を決定するというケインズの概念を受け入れている。
ケインズの総需要関数の概念によれば，たとえば，事後的な総需要が総需要関数の総需要に対応
する値よりも大きいときには，総需要曲線と総供給曲線との交点すなわち有効需要の点で決定され
た雇用量は無条件に均衡雇用量になるのではない。その交点では，企業者は予想売上金額に関する
計画を変更し，雇用量を増大させるであろう。この逆もまた成立する。完全雇用状態では，価格水
準の上昇に伴って 1つの均衡が実現する場合か在庫量が減少する場合かのどちらかの場合に限り，
消費者は多くの需要量を入手できる。有効需要を企業者がどう評価するかということが事後的な総
需要と異なる場合については，ケインズも考察していない。
この問題点について考察したのがワイントゥラウプである。ワイントゥラウプの総需要関数 (D
関数）と総供給関数 （Z関数）との交点では，「所得と雇用の均衡」が成立する。この均衡は， D関
数の勾配がZ関数の勾配よりも小さいときに，安定的である。この安定均衡点では，消費者と企業
者のそれぞれの計画が満たされているから，均衡雇用量は一意的に決定される。
ワイントゥラウプのZ関数とD関数の分析では，価格水準の仮定が常に議論の中心か前面に出て
いることに注目すべきである。一般に技術変化や資本設備の増減とは異なり，貨幣賃金率の変動は
D関数 (D曲線）とZ関数 （Z曲線）を両方とも移動させる本源的な理由になるであろう。したが
って，ワイントゥラウプは次のように考える。「貨幣賃金率がいつ変動しようとも，またその変動の
理由が何であろうとも，この図式的分析装置から次のことが直ちに明らかになる。すなわち，①雇
用量と実質産出量はZ関数とD関数の新しい交点が N＊ よりも下方のある点で変わるかもしれな
いのに，②価格水準は変動しなければならないし，③名目国民所得あるいは国民総生産Zも変動し
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なければならない。J このように考えれば，ケインズが大いに疑問視したことは理論化できると思わ
れる。雇用水準が貨幣賃金率の変動の影響を受けるときには， Z関数とD関数の分析装置を用いて
貨幣賃金率に関する理議を導くことができるであろう。
そのようなワイントゥラウプ体系の長所をより一層明らかにするためには，簡単に総供給と総需
要の体系を45。線モデルで表わすことが必要である。
ディラード（D.Dillard）が1948年に，パテインキン（D.Patinlin）が1949年にそれぞれケインズ
的な総供給関数を展開して以来，総供給関数は45。線モデルすなわち45°線の総供給関数に比べてあ
まりにも複雑であるという見解がある。この通常の見解は総供給関数が過剰なものであるという異
論である。この異論は総供給関数を本質的に把握しようとする主観的な性格が現われた批判である。
このような見解にはみられない解釈，しかも最大限にケインズを信奉した解釈が優先的に用いられ
ている見解もある。これらの見解に基づくケインズ解釈と比べてワイントゥラウプの見解が異なる
点は，したがってその長所は所得分配理論とマクロ経済学との総合化を企てるための方法的基礎と
して活用できるZ関数を形成しているところにある。
そこで，ワイントゥラウプが提議した総供給関数の接近方法がどのような長所と短所をもってい
るかを明らかにするためには，彼の接近方法を45。線モデルの接近方法と比較すればよいと考える。
45。線モデルの接近方法の大きな長所は，それが極めて単純化されているという点にある。さらに，
その長所は国民経済計画で用いられる統計的に決定可能な経済諸量を適用できる点にある。
45°線モデルの接近方法の短所は，価格水準と生産関数，すなわち，供給条件が完全に無視されて
いることである。このことは， 45ご線モデルでは，価格水準の上昇はこのモデルに固有なマクロの名
目総需要で説明されるが，独立した費用の増加と利潤の増加については説明できないことを意味す
る。このような短所を除去しようとしたのがワイントゥラウプのD関数とZ関数に関する接近方法
である。この接近方法が前述の 6つの制限された仮定の下で用いられていることを考慮、しても，ワ
イントゥラウプが展開した接近方法には長所があると考える。
このような接近方法の長所と短所を踏まえて改めて45°線モデルの接近方法とワイントゥラウプ
の総供給関数の接近方法について比較すれば，次のことが明らかになる。それはどちらの接近方法
も均衡国民所得が必然的に一致するという同様な結論になるということである。これに対して，両
者の接近方法の相違点は超過需要の状態で最も明白に示すことができる。 45モデルの接近方法で
は，超過需要は実質国民所得ないしは名目国民所得を上回る事前的な実質国民所得ないしは名目総
需要の超過として生じる。ところが，ワイントゥラウプの接近方法では超過需要は企業者の最小の
予想売上金額を上回る事後的に消費者が計画した支出の余剰として生じる。換言すれば，均衡価格
が成立するときには，需要量は供給量を上回ると仮定すれば， 45こ線モデルの接近方法は名目的な購
買力の低下に基づく方法であり，超過需要の量的考察を目指すものであるのに対して，ワイントゥ
ラウプの接近方法は超過インフレーション要素も供給インフレーション要素も導入しようとした方
法である。この点にもワイントゥラウプの接近方法の特色がある。それらの要素の導入によって，
一方では量的な超過需要が企業者に産出量を増大させる誘因となることが説明できるし，他方では
価格上昇も総供給関数で表わされた生産関数，要素価格及び企業者の行動様式に基づいて説明でき
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るからである。
3. 所得決定モデルの仮定の変更とこれに伴う総供給関数の修正
2.で説明した所得決定モデルは 6つの仮定の下で構成されたものであるから，この3.ではワイン
トゥラウプ自身が行った仮定の変更は総供給関数にどのような影響を及ぼすかを順次検討し，それ
に若干の検討を加える。ここでは変更した仮定のうち， (1) 不完全競争特に独占の導入，（2）貨幣
賃金率の変動，（3) 資本ストックの増減及び技術変化，を取り上げて， Z関数をどのように修正で
きるか，この修正によって，ワイントゥラウプの所得決定モデルがどうなるかを検討する。この検
討は，所得決定モデルが所得分配理論の「体系的構成J を明らかにし，所得分配理論の「準備的展
開」の方法的基礎としていかに役立つているかを明快にするために必要なことである。
(1) 不完全競争特に独占の導入
ワイントゥラウプは，完全競争市場で分析した2.の場合の市場形態を独占に修正し，次の 2つの
場合（ i ) ' ( i）に分けて分析する。
(1）独占の供給面で分析する場合
独占の場合の総供給関数は，完全競争市場における総供給関数を修正したものでなければならな
い。生産物市場では独占が支配し，要素市場では完全競争が支配しているものとする。その他の仮
定は完全競争の場合と変わらない。
一般に不完全競争では各企業はある程度の独占力をもっている。独占企業が利潤極大化行動をす
れば，短期均衡条件の 1っとして限界収入 MRが限界費用 MCに等しくならなければならない。
そのためには，独占企業は限界収入が貨幣賃金率fに等しくなるまで雇用を続けるから，
MR・ x ＝ム dX t = dN 
が成立しなければならないo X は労働の限界生産力である。
(34) 
生産物市場価格Pは限界収入を上回るが，その程度は需要の価格弾力性りに関する企業者の期待
に依存するから，限界収入は
MR=P(1 －~） (35) 
で表わされるo
f -仮定③によってfは所与であるから，限界費用はγ で不される。（34）と（35）から
P(1 －~）二子 (36) 
が成立する。したがって， Z関数を導くためには，総供給の値 Z=PXが必要である。（36）の両辺
にXを乗じてZを求めれば，
z ix x 
二（iーす）x ’ x＝百 (37) 
となるo xは労働の平均生産力である。この l をワイントゥラウプはマクロの独占度とみなして
り
- 28- ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討
いる。独占企業が最大の粗利潤を得る販売量は予想価格・販売量関数の存在範囲のものであるから，
7)>lとなり，マクロ経済でも η＞1となる。したがって，マクロの独占度は 1>--t->oの範囲に存
在する。このことは，所与の雇用水準の下では総予想売上金額Zが完全競争の場合よりも多くなる
ことを表わしている。
( i ) 総供給関数（Z関数）が生産物市場で独占へ移行するときの位置を分析する場合
Z関数が独占へ移行した場合，ワイントゥラウプは独占度が産出量と雇用量に係わっていると考
える。この考え方をより一層明らかにするために，ここではグルーパァ（U.Gruber）の導き方に依
拠して説明する。
聞の 1(1－＋）を的）とおけば，
_ tx・t(x) (38) 
x 
となる。この（38）をNで微分すれば，
dZ （砂＇（x) 1 x＇’） , d2X 一一＝tx・<P(xH一一一＋一一一一｝， x一一一一l¢(x) x (x’）2 J (39) 
となる。この（39）は，生産の構成については完全競争の生産に必要な各雇用水準の場合に対応する
が，マーク・アップ率については完全競争の場合の総供給関数を用いて設定できないことを表わし
ている。
完全競争の場合には， η＝∞，したがってゆ（x）ニ1となるから，（38）は
tx Z＝一→
x 
となる。これをNで微分すれば，
dZ , r 1 x”） 
dN =.ex lヲ－TXアj
となる。
(40) 
(41) 
(39）と（41）を比較すれば，雇用量Nが増加するときには，独占の場合のZ関数の増分は完全競争
ゆ’（x)の場合の総供給関数の増分よりも一一一戸け多いことになる。ゆ（x）ー
次に，ワイントゥラウプは独占の場合のZ関数をいかにして導くかという問題が未解決であるこ
とを次のように指摘している。 「この段階における当然の疑問は独占価格がどのようにして総供給
関数に導入されなければならないかという問題に係わることである。純粋競争の下では総供給関数
は雇用水準と需要の予想構成を与える産出量の供給価格を具体化するのに，独占の下では供給価格
の概念そのものは漠然としている。」
ワイントゥラウプ体系の生産物市場に独占を導入することは， Z曲線とD曲線を用いて「所得と
雇用の均衡」を決定できないという結論を得ることである。このようにグルーパァは考えて次のよ
うに議論する。事後的な総売上金額はすべてにZ関数に含まれているものである。独占の場合には，
「唯一の予想価格・販売量関数はある特定の供給を誘発するために最小の予想売上金額を目標とし
なければならないような予想売上金額について企業者が考えることに決定的な影響を及ぼすものに
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 - 29 -
なるであろう。すなわち，企業者はその総供給関数を事後的な総売上金額に基づかせている。」この
グルーパァの考え方は，ワイントラウプの総需要関数がケインズの総需要関数に対応すると思われ
る場合，すなわち，ケインズの意味の事後的な総売上金額がワイントゥラウプの意味の意図した支
出に等しい場合にのみ議論できることである。
とにかく，ワイントゥラウプのZ関数には企業者の最小の予想売上金額の要求に関する説明が含
まれていること，ワイントゥラウプの総需要関数には消費者の意図した支出に関する説明が含まれ
ていることに注意すれば，ワイントゥラウプ体系の接近方法は総供給関数と総需要関数の相違が不
完全競争特に独占の場合にも適用されるときには正当な接近方法であるとみなすことができる。
このような独占の場合のワイントゥラウプ体系の接近方法を踏まえて，（ii) ミクロの総需要関
数およびミクロの総供給関数の導き方，（iv) マクロの総需要関数およびマクロの総供給関数の導
き方，を検討する。
(ii) ミクロの総需要関数およびミクロの総供給関数の導き方
総需要関数と総供給関数はこれらの関数のミクロ的基礎に基づいて導くことができる。
独占企業の供給曲線の導き方を検討する。独占企業の供給関数は産出量に反応する企業の供給関
数とは異なっている。独占企業の供給関数は価格が与件を表わし，産出量が行動パラメーターを表
わすからである。独占企業の個々の予想価格・販売量関数は独占企業が二者択一的な価格を設定し
たときにどのような販売量をある特定の期間において予想するかを表わしている。
この予想価格・販売量関数の状態のありとあらゆる変化，あるいはこの関数の勾配は， 1つの新
しい限界収入曲線を意味するとともに，クールノー（A.A. Cournot）の点の移動を意味する。クー
ルノーの点は独占的な供給曲線の点として解釈することができる。この点は，独占企業の予想に従
った最大の組利潤を与える価格のときに決定されるかを表わすものである。このことは，
p－ ηf 
（η－l)x 
が成立することを意味するから，次の①，②のように考えることができる。
①独占企業Bの供給曲線ZBMと限界費用曲線子との垂線の長さを示す（P一子）は，アモロ
ゾ・ロビンソンの関係式を用いれば，（36）によって
p -!:- f － x (7}-l)x’ (42) 
で示される。
独占企業Bの供給曲線の形状は，生産拡大ないしは雇用拡大のときには，限界費用曲線の上方へ
(42）の値 -f 戸け上昇する形状となるであろう。これを図示すれば，第14図のようになる。（ηl)x’』
②独占企業の供給曲線 ZBMを導くためには，相異なる予想価格・販売量関数が必要である。第
14図では，最も単純な場合として所与の予想価格・販売量関数の平行移動の場合からはじめる。
この予想価格・販売量関数は，独占企業の計画予行であり，独占企業の総予想売上金額を左右す
る重要な要因である。予想価格・販売量関数 DfMによれば，独占企業は価格P1eMでは産出量XfM
を供給する。この場合の独占企業の予想売上金額ZfMは ZfM二 p{M•XfM となる。この予想売上
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第14図
異なる 1つの需要関数については，グルーパァが示している。
金額は，産出量 XfM
を生産するために，独
占企業にある特定の雇
用量 NtMを需要させ
るように誘発する最小
の予想売上金額である。
独占企業が雇用水準に
おいて一意的な関係で
他企業の雇用量を確認
できる雇用量は，この
需要が所得に依存した
ものであれば，また他
の事情にして不変であ
れば，この独占企業の
需要量を決定し，した
がって需要曲線の形状
を決定する。この意味
において，さまざまな
予想価格・販売量関数
は消費者の計画に基づ
くものである。この関
数，たとえば， Dfとは
独占価格 Ptのときには，産出量は（Xt1）’で需要される。すなわち，需要者の意図した支出は
Df'=Pt・（Xt1）’で表わされる。超過需要 （Df'-Zt1）は独占企業の予想に影響を及ぼす大きな要因
である。また，独占企業の予想価格・販売量関数が移動するときには，たとえば， D~ のときには，
超過需要は最小の売上金額 ZI'=PzM・ XI'で独占企業の予想に影響を及ぼすであろう。雇用量の増
加によって消費者の需要曲線の状態，たとえば， Dfなどが生じるであろう。「所得と雇用の均衡」
は第14図のg点におけるように独占企業の計画が消費者の計画に対応する場合に達成される均衡で
ある。完全競争の下で産業の総供給関数とその総需要曲線を導く方法と同様に，第15図の不完全競
争の場合のようにミクロの需要関数とミクロの供給関数も描くことができる。
(iv) マクロの総需要関数およびマクロの総供給関数の導き方
マクロの総需要関数と総供給関数は，仮定⑤によって企業が完全に統合されることから導くこと
ができる。また，それらの関数は総産出量に占める独占企業の産出量の比率と総予想売上金額に占
める独占企業の総予想売上金額の比率が各雇用水準において所与である限り，ミクロの需要関数，
ミクロの供給関数のそれぞれの集計から導くことができる。雇用量の増加と所得の増加につれて，
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第15図
所得に依存した需要の増分は
逓減するから，安定的な「所
得と雇用の均衡」が成立する。
このことは次の少なくとも 3
つの理由に起因する。
①金利生活者（固定所得取
得者）は，価格水準が上昇す
るときには，その実質消費を
維持できないであろう。
②労働者（賃金所得取得者）
NBM と資本家（利潤所得取得者）
の貯蓄は，所得の増加によっ
て，あるいは財産の取崩しな
どの負の貯蓄によって減少す
る。独占の場合には，資本家の相対的に高い貯蓄性向が特に需要抑制的に作用しなければならない
であろう。
③たとえば，失業手当のような移転支出に基づく消費支出は雇用水準の上昇につれて減少するで
あろう。
以上のことからみれば，前述の6つの仮定の下でも，ワイントゥラウプの総供給・総需要体系に
おいて「所得と雇用の均衡」を決定することができるという結論を得ることができる。
(2）貨幣賃金率の変動
ワイントゥラウプは，貨幣賃金率の変動がZ関数とD関数に及ぽす影響を次の（ i ）と（i）の場合
に分けて分析している。）
( i ) 貨幣賃金率が雇用量に依存しないで上昇する場合
生産物市場では完全競争が支配する場合，他の事情にして不変である限り，貨幣賃金率が雇用量
に依存しないで上昇することを仮定する。新しい均衡では貨幣賃金率は再び労働の限界生産物価格
Px’に等しくならなければならなし」貨幣賃金率の上昇は，その費用効果のために，産業の供給曲
線を上方へ移動させ，第4図の ow曲線を原点を中心として回転させる。もとの総供給の値は貨
幣賃金率が変動した割合で乗じれば，新しい総供給の値は雇用量に対して算定することができる。
さらに，労働の平均生産力xに対する労働の限界生産力 xの比率ラが各雇用水準でもとの状態
に比べて変動しないことを仮定する。
この結論は，完全競争が労働市場を支配するという仮定を排除しても，賃金交渉の当事者間の交
渉で決定される場合にも，その妥当性をもつであろう。
( i ) 貨幣賃金率が雇用量に依存して変動する場合
貨幣賃金率の上昇が雇用量の増加に依存する場合には，独占の場合のように， Z曲線が前述の仮
定の下で一意的に決定できないことになる。いま，貨幣賃金率が雇用量に依存して上昇する場合の
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dZ 
Z関数の勾配dNは，（17）から得られる。 この勾配は，（17）をNで微分すれば，
(43) dZ df dG 一一一＝f＋一一－N十一一－dN dN dN 
dG で示される。一ーは限界貨幣賃金率，一ーは限界組利潤所得である。dN これに対して， ow曲線のd研7
勾配一ーーは， (18）をNで微分すれば，dN 
d時F df 
一一一一＝f＋一二－NdN dN (44) 
守 dG(44）から明らかなよう l 一ーだけ ow曲線の」’ dNZ曲線の勾配は（43)'したがって，で示される。
勾配よりも大きい。
(45) dZ d研T dG 
dN dN dN 
dZ このことは第4図と比較しても明らかなことである。（45）によれば，特｛並や関数の勾配一一は，＇［＂ハ l dN 
雇用量に依存して上昇する貨幣賃金率が組利潤所得を費用よりも増加させるかどうか，増加させる
とすれば， どの程度増加させるか，またこのことは雇用量が増減する経過にいかに反応するか， と
いうことに｛系わっている。 この場合，①慣習的な粗利潤所得の増加は収穫逓増の結果として生じる
ものであり，これに伴って価格が上昇するから，粗利潤所得は増加する。また，②その価格の上昇
分が賃金費用に起因して生じるから，粗利潤所得は増加する。
雇用量と貨幣賃金率がともに僅かに増減する場合に資本家の組利潤所得が増加することについて
は，次のように説明することができる。 ワイントゥラウプは粗利潤所得Gを
G二 PX-fN (46) 
と定義する。
dP 価格Pが産出量Xの増加につれて上昇すれば，一一＞Oとなる。まF，資本家は実質賃金率ーがdX -
労働の限界生産力に等しくなるまで雇用するから，
f dX 
P dN 
dX , ，ノ－ f この（47）で一一二x とおいて変形しf:_pー「をNで微分すれば，dN - x が成立する。
dP df 1 tx” d2X 
dN一三万五ァ－TX12, x = ? dN2 
となる。
(46）をNで微分して， PX=Z, (47), (48), X=xNを用いれば，
(47) 
(48) 
dG f df ・ 1 一一＝~－N(x-x )-Zx”｝→ (49) dN l dN J x 
となる。（49）によれば，雇用量Nの増加につれて，労働の平均生産力xが労働の限界生産力 x’を上
回り （x-x’＞O),x＇’くOである限り，組利潤所得Gは増加する。この組利潤所得の増加が大きけれ
ば大きいほど， x-x’の値は大きくなり，限界生産力曲線は大きく低下する。この結論は，集計の仕
方と方程式の構成に注意すれば， マクロ経済にも移行させることができる。
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いずれにしても，貨幣賃金率の上昇は独占に関する諸変化とともに総供給関数を上方へ移動させ
るであろう。
貨幣賃金率fが f1 から h へ， h からぬへ，などのように上方へ回転する。さらに，雇用量
N1が実現するまでは，貨幣賃金率は Lにとどまるが，雇用量 N1が1単位増加したときには，貨
幣賃金率ゐへ上昇し，雇用量が Nzになるまで貨幣賃金率はこのゐの水準にとどまり，その後は
んへ上昇する，などのことを仮定すれば，賃金額は第16図の不連続曲線 Oabd，イで示される。しか
し，貨幣賃金率が雇用量に依存し変動するという仮定があるから，換言すれば，雇用量の増加につ
れて貨幣賃金率が上昇するという仮定があるから，賃金曲線は不連続曲線ではなくて連続した増加
関数に妥当する ow曲線で描かれる。この曲線は直線で示された相異なる賃金線 OW1, OW2, 
ow3，…，上の各点の軌跡である。この相異なる賃金線はそれぞれ相異なる貨幣賃金率を表わして
いる。
w 
z.w 
.V1 .V2 .V3 
N 
w 
??
???， ， ?
Z1 
??
??，?
??
??
，
。 。 N1 N2 I¥13 N 
第16図 第17図
貨幣賃金率が変動するときの総供給関数は次のようにして導くことができ2。第17図において，
Z1は貨幣賃金率が f1のときの総供給であり， Z2は貨幣賃金率がゐのときの総供給，などであ
x 1 る。賃金曲線owと総供給曲線との縦軸の差額の大きさは，ーと独占度ーに依存する。この場χη 
合，ワイントゥラウプは労働の2つの生産力比率士と独占度は任意の雇用水準では一定であると
仮定しているから，貨幣賃金率が上昇すれば，その賃金曲線 owと総供給曲線 ozとの縦軸の差
額を一定に保つように上方へ移動しなければならない。そこで，第17図において，貨幣賃金率が不
連続に上昇すれば，雇用量の増加につれて総供給曲線は不連続曲線 Oa’b’d’e’／で示される。貨幣
賃金率が雇用水準の連続した増加関数に妥当する総供給関数 ozは，相異なる総供給曲線 OZ1,
oz2, oz3，…，上の各点の軌跡である。
ow曲線と oz曲線をともに同一の図表上に描けば，任意の雇用水準における両曲線の縦軸の
差は，当然のことながらよとよに依存する。
x 
(3) 資本ストックの増減と技術変化
資本ストックの増減，技術変化が総供給関数に及ぽす影響については，ここでは次のことだけに
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言及する。資本ストックの増減や技術変化は， i に影響を及ぼし，これを通じて総供給関数に何らx 
かの影響を及ぼすであろう。
以上のように，ワイントゥラウプが展開した所得決定の基礎について吟味し，それに若干の批判
的検討を加えることによってはじめて彼の所得分配理論の準備的展開を明快にすることができると
考える。
v 価格水準決定の基礎一一「ワイントゥラウプ定理」
ワイントゥラウプは彼の価格理論の重要な部分を彼が構築した所得分配理論と矛盾しない形式で
どのようにして所得分配理論に組み入れようとしているのか。また，彼は価格理論と所得分配理論
との統一化をどのような考え方と形式で図っているのか。これらの問題を明らかにするためには，
価格水準がいかなる基礎に基づいて決定されているのかを解明する必要がある。この基礎について
は， 1.～4.の4つの観点から順次明らかにする。
1.ワイントゥラウプ価格理論の特色
ワイントゥラウプの価格理論の特色は，（1）～（5）の 3つの点から明らかにすることができる。
(1) 価格理論の形成目的
ワイントゥラウプが自ら価格理論を形成しようと意図した目的は，次の 4つの点にあると考える。
第1に，ワイントゥラウプの執筆当時だけでなく最近のアメリカ経済の諸事実を踏まえ，アメリ
カ商務省の国民所得推計値の統合企業勘定およびその他の資料を優れたデイタとして，精密な価格
理論を確かな基礎の上に樹立することである。
第2に，それによって価格水準（物価水準）騰貴の原因を鋭く追求し，インプレーション抑制策
として役立つより適切な理論的根拠を明示することである。
第3に，従来の貨幣数量説論者の交換方程式や現金残高方程式に代わる別の公理で置き換えるこ
とによって価格水準決定の根本的要因を究明するとともに，「価格水準の一般理論」（傍点は原文で
はイタリックである。）を完成することである。
第4に，「ただ1つのアイディアによって価格水準，産出量，所得分配および成長に関する理論の
重要な部分を統一することJ である。
ワイントゥラウプはこのような目的意識をとって 1つのアイディアのほのかな閃きを価格理論の
論述の中で展開している。
(2）価格理論の核心
ワイントゥラウプの価格理論の核心は，「ワイントゥラウプ定理」である。この定理は次のような
ワイントゥラウプの資本制社会の企業経済観と経験的実証から導かれたものである。現代の資本主
義経済社会の特色の 1つである企業経済の基本的な現象は，ワイントゥラウプによれば，労働者が
企業に雇用され，賃金・俸給を獲得するという単純な事実そのものである。この事実を通じて賃金
支払面が明らかになり，したがって，支出面の一部が明らかになるであろう口さらに，この支出面
を通じて価格形成，価格水準，雇用量，所得分配，インフレーションなどが派生してくるとワイン
トゥラウプは考える。このような彼の企業経済観からうかがわれることは，貨幣賃金率の水準が価
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 - 35-
格水準を決定する根本的要因であり，価格水準とインプレーションを抑制するための重要な戦略的
変数であることをワイントゥラウプが改めて認識し，確信しているということである。
この意味の貨幣賃金率の水準と価格水準を結びつけるために，ワイントゥラウプは貨幣数量説の
交換方程式に代る公理として「賃金費用・マーク・アップ式」（“theWage-Cost Mark-Up identity”） 
を考察する。この WCM式を「ワイントゥラウプ定理」と名づける。この定理は「交換方程式から
導かれることよりもよい価格水準の構造要素の定式化と価格水準の変動理論とを提供」するもので
ある。ワイントゥラウプはこの定理の重要な構成要素であるマーク・アップ率が賃金分配率の逆数
であることを経験的実証で確証している。このように価格水準の決定要因であるマーク・アップ率
の安定性は，「ワイントゥラウプ定理」の所得分配理論的妥当性の度合を高めている。
(3) 価格理論の理論的・政策的貢献
ワイントゥラウプが彼の価格理論の展開において果たした理論的貢献は，次のことである。「経済
学のために若干の重要な成果を成就したと考える。私の考え方が正しければ，この議論は経済分析
のいくつかの主要項目を陳腐化させるために，我々の主題のいくつかの広範な分野の 1つの統一と
総合化（aunion and synthesis）への道を示している。
私のみるところ，私の著作は次の成果をもたらせている。すなわち，①価格水準の法則，②価格
水準の理論と総供給理論，雇用理論との統一（unification），③所得分配の若干の経験的法則，④価
格水準が成長経済に及ぼす影響並びに価格水準の理論と成長理論との総合化，という成果である。」
これらの成果に関連して，彼は分析的な経済学と経験的な実証について若干のより一層進んだ総
合化を成就したと確信している。「私の議論が一般に正しいことを理解されるならば，私の議論は経
済安定化の仕事に貢献している特定の重要な機関に影響されるであろう。また，私の成果は経済学
を予測科学にさせるのに役立つと思う。すなわち，私が明示した諸概念は予測に使用することがで
きる。」
このような理論的貢献をみれば，ワイントゥラウプの価格理論はケインズ理論の偉大な貢献の中
で見落されがちであった企業経済に密接に関連した価格理論はマクロ経済学の中へ組み入れるため
に必要な 1つの分析方法と接近方法を明確にしている。さらに，ワイントゥラウプの価格理論はマ
クロ経済学のいくつかの分野を包括する一般理論である。この価格水準の一般理論は，経験的実証
の裏づけがあるから，極めて説得力に富んでいる。
次に，ワイントゥラウプの価格理論の政策的貢献は少なくとも 3つの点にあると考える。
第1に，貨幣賃金率が価格水準の重要な決定要因であることを指摘し，従来の貨幣供給要因の存
在を批判したことである。
第2に，賃金と物価の悪循環の関係が存在する状況の中で，貨幣数量説の障害物を除去した価格
理論を形成するために，「ワイントゥラウプ定理」すなわち WCM式を定式化したことである口
第3に，インフレーション抑制策として賃金政策と所得政策の重要性を強調したことである。通
常の理論ではインフレーション抑制策として貨幣政策や金融引締め政策が講じられているが，ワイ
ントゥラウプの価格理論では貨幣政策の他に賃金政策などの政策的有効性を政策的に位置づけたと
いう点に新しい味と色がある。
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ワイントゥラウプの価格理論には以上のような特色があると考える。
2.「ワイントゥラウプ定理」の吟味
「ワイントゥラウプ定理」については，（1）～（4）の 4つの点から吟味する。
(1) 「ワイントゥラウプ定理」の導き方
総予想売上金額Zは，賃金Wのk倍であり，生産物価格Pと産出量Xの積で表わされるから，
Z=k時F
Z=PX 
で示される。
(50)' (51)' (19）から，
P= k!N － x
が得られる。価格水準Pは4つの要素k, l, N, Xで決定されることになる。
(50) 
(51) 
(52) 
ワイントゥラウプは価格水準を含むフィッシャー型あるいはケムブリッジ型の貨幣数量説の代り
に（52）から得られる次の WCM式
P= kl － x (53) 
x を用いる。 fは俸給を含む貨幣賃金率， xは労働の平均生産力ーである。 kはマーク・アップ率でN 
!N あり，賃金分配率一一の逆数に等しい。PX 
(53）の因果関係（thecasual nexus）をワイントゥラウプは賃金生産性比率J_からPへ移るとみ
x 
なしている。この（53）において k=kあるいは dk=Oであれば，（53）といういわば自明の理は理論
的推測に転換されることになる。
(2) 「ワイントゥラウプ定理」の構成要素の吟味
( i ) 貨幣賃金率fと労働生産性xの性格
価格水準の 3つの構成要素人 x, kのうち，貨幣賃金率は最も変わり易い要素であり，産出量
を貨幣表示するときの価値尺度財（numeraire）として役立つ要素である。（53）が示すPはfの上昇
につれて上昇する（d PI d l >O）。 hとxがともに不変であるか，あるいは短期的に大きな値であ
れば，この期間のPの変動は主として fの変動に反応するであろう D
労働生産性はPと逆関係にあり，長期的に上昇傾向を示すが，長期のPは価格を低下させる要因
とみなすことができる。
さらに， fとxの性格は賃金生産性比率土の形式でも吟味することができる。マーク・アップ率
- x 
hの異常な変動を除いてムが上昇すれば， Pは上昇するであろう 0 J_は賃金費用現象の影響を示
x x 169) 
すが，たいていの fの変動がxの変動よりも速ければ， Pは上昇するであろう。このことは常識と
両立するだけでなく資本家の価格設定態度を説明する場合の資本家の意図を表わしている。
( i ) マーク・アップ率hの性格
「ワイントゥラウプ定理」（53）はk=kという仮定に基づいて成り立っている。このhをワイント
ゥラウプは賃金生産性を上回る価格の平均マーク・アップ率であると解釈する。仮定の k=kは，経
ワイントゥラウプの所得分配理論における準備的展開の検討 - 37-
験的にはマーク・アップ率がほとんど年々不変であることと価格の変動がインプレーションの要因
となるような市場経済の長期的趨勢でみてもほとんど不変であることを意味する。したがって， h
は通常の資料では政府部門の生産物を含むが，ワイントゥラウプの場合のhは組企業生産物（GBP)
に限定されている。
マーク・アップ率hは硬直的であるが，このことは重要なことではない。むしろ hの年変化率が
一般に微小であってPの変動を説明できないことこそ重要なことである。アメリカ経済やイギリス
経済の過去10年間の資料によれば， hの値は長期的趨勢では小さくなっている。 hはかえって価格
水準を低下させる促進要因であ込と考えられる。
第13図 1929年～1974年間のkの値の移推
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資料 U. S. Income and Outputおよび NationalIncome. 
出典 Weintrab, S., Capitalism旨Inflationand Unemployment Crisis, 1978, p. 47. 
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第 13図の出典に同じ。
年
なぜhが短期では著しく恒常的であり，長期では比較的恒常的であるのかということについては，
若干の分析を除いてまだ結論が得られていない。ワイントゥラウプは， 3つの国の経済の GBPの
資料に基づいてkが奇跡的に 1よりも僅かに小さい値であっても，したがって組国民所得Zの全部
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一 r-'-:! dl _ dx が賃金所得山であっても，「ワイントウフウプ疋理」は 1--xとならなければならなし主）とを
強調する；現実の市場経済ではkはほとんど 1以下になることはなく， k> 1 となるであろう。ワ
イントゥラウプは1929年から1975年までの47年間のhの値は大体1.9であるとみなしている。確か
に，彼が作成した第13図では，その期間のhの値は僅かに変動しているがほとんど一定であり，し
かも長期的低下傾向をはっきりと示している。このhの低下（sidewidetrend）は資本装備率，資本
係数，平均消費性向および貨幣の流通速度を測定した結果と比べて読み取れる特色である。
第14図は，縦に半対数日盛をとり，横軸に時間をとり，アメリカ商務省の統計に基づいて1929年
～四75年間の l' xおよび、hのそれぞれの変動を示したものであ弘この図では， hの長期的趨勢
は低下しているのに， xはゆっくりと恒常的に上昇している。 fは大きく変動しており， 1948年か
ら1975年にかけて急上昇している。この図からPの変動を推測すれば， Pの経路は fの上方への変
動と xの下方への変動を反映して fとxの波動の聞に存在するであろう。
第1表は1950年以降の k, l' x, pのそれぞれの 5年間の平均値を示している。ワイントゥラ
ウプはアメリカ経済とカナダ経済を比較している。カナダ経済の場合には，価格水準の変化率Plニ
去穿）は貨幣賃金率の変化率i(=1r1!t）とマーク・アップ率の変化率五付与）の平均七I
+ k）で示されるから， xとPは1970年までほとんど同じ軌道に沿って変動しているとみなすことが
できる。
第1表 1950年～1974年間における「ワイントゥラウプ定理」の構成要素の指数の平均値
アメリカ合衆国，1958年＝100 カ ナ ダ，1961年二100
期 間
k x p k x p 
1950-1954年間 104 77 89 87 106 65 81 85 
1955-1959 101 97 99 97 104 86 95 94 
1960-1964 101 118 113 105 101 105 104 102 
1965-1969 98 148 126 115 99 141 118 118 
1970-1974 96 206 137 144 95 203 130 150 
出典第13図の資料に同じ。
注 カナダの数値はGN Pの資料から得たものである。但し，公務員と軍人の棒給
を除いているが，時系列には大きな相違をもたらさなし五。 PはGN Pのデー タ
を示している。アメリカ合衆国の数値はGp Bの構成要素に関連する。
第 2 の方法は， k を賃金分配率の逆数とみなす方法で、ぁ ~o 実際には時間の経過に伴う h の変動
は僅かであるから（盈叫， hの変動値は無視してよい値である。このことは経済学における「重
¥ dt J 
要な定数」（“greatconstantつあるいは「ほとんど重要な一定の値」（“greatnear-constant”）で
ある。ワイントゥラウプは， kが短期的には大きな値であり，長期的には硬直した値であっても，
kを価格水準の「魔法の定数」（“magicconstant”）と名づける。
このように名づけられたhの性格を吟味し，検討するためには，「ワイントゥラウプ定理」（53）の
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基本的内容と価格水準決定理論の接近方法とを吟味する必要がある。 hは既述のように経験的現象
から得られたほとんど一定のマーク・アップ率であるから，検証可能な経済的関係を示す 1つの「法
則」である。これに対して，労働生産性xの通常の年変化率は2%～3%であるが， xは経験的に
は安定した値であり，ほとんど一定の値である。このようなhとxの本質的な安定性をみれば，「ワ
イントゥラウプ定理」に残る問題は貨幣賃金率fである。この fについてワイントゥラウプは， l 
の予想値が決まれば， Pも予測できるであろうし， fを統制できれば， Pの安定性を維持でき，イ
ンプレーションを抑制できるであろうと考える。
第3の方法は，マーク・アップ率hを「独占力度」の変動を表わすものであるとみなす方法であ
る。この方法によれば， kが変動する限り， hは少なくとも価格形成の際の主要費用以外の費用，
たとえば，使用者費用，減価償却，利子率，物品税などが限界費用に含まれている場合には， k>l
となるであろう。ワイントゥラウプの独占力度の概念は，カレツキの独占度概念とは異なり，労働
の限界生産力が労働の平均生産力を上回り，生産物価格が平均費用を上回る場合の差のことである。
この概念を用いれば， 1929年～1975年間ではhは僅かながら低下しているから，独占力度は僅かに
低下していることになる。
(3) 「ワイントゥラウプ定理」とミクロ経済学との関連
ワイントゥラウプは価格水準の決定にあたって「ワイントゥラウプ定理」と企業理論との関連を
考えている。たとえば，貨幣賃金率fを一定に保つことは，産業の所与の供給曲線あるいは企業の
ある特定の限界費用曲線に沿って移動することと同じことである。したがって， fの変動は産業の
供給曲線あるいは企業の特定の限界費用曲線を移動させるであろう。また，労働生産性xはある所
与の生産関数に沿った収穫法則に係わるものであるから， xの変化は生産関数全体の移動かある所
与の生産関数に沿った移動かのどちらかに関連するであろう。
マーク・アップ率hについても同様な解釈が可能である。価格設定と利潤極大化原理に関する限
界分析では，P>-1;となる。このことは，産出量1単位当りの満足すべき利潤水準を生み出す賃金
生産性比率すを上回ることを意味するとともに，その上回る程度いかんによってマーク・アップ率
の大きさが決まることを意味する。
(4) 「ワイントゥラウプ定理」とマクロ経済学との関連
ワイントゥラウプはまた価格水準の分析は次の4つの点においてマクロ経済の総供給・総需要分
析に容易に関連させることができると考えている。
第1に， fが所与であれば，その分析は所与の総供給関数Zに沿った移動に基づいてなされると
いう点においてである。この場合に生じるインフレーションは非賃金要素（使用者費用，減価償却，
利子率など）に起因せざるを得ない。これに反して， fが上昇すれば，この上昇は雇用量ないしは
産出量を無視してPを上昇させるから， Z関数を完全に移動させ，雇用水準も産出量水準も上昇さ
せることができる。 fはZ関数を支配する重要な要因であるから， ／の上昇はインプレーションを
緩和できるし，失業状態でもPを上昇させるであろう。この考え方は，価格水準の上昇という意味
のインフレーションは高い雇用水準や完全雇用水準でのみ生じるという議論とは異なっている。
第2に，総需要Dの増加に対して fが一定であるときに，雇用水準が変動すれば， xは低下し，
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hは収穫逓減と労働の限界生産力との差の増大によって上昇するであろうという点においてである。
第3に，独占力度が各産出量水準で変動するという点においてである。独占力度が変動するのは，
Z関数の移動によって生じるか同ーのZ関数上を産出量水準が移動するときに生じるかのどちらか
の場合であろう。
第4に，資本係数の変動は労働生産性を変動させ，資本装備率に対する資本係数の比率を変動さ
せるという点においてである。この比率の上昇はPを上昇させ， Z関数を上方へ移動ささせ，各雇
用水準で価格水準を上昇させるであろう。この場合には，価格水準の変動要因となる技術変化は，
「ワイントゥラウプ定理」に具体化され， Z関数で説明することができる。
このような点から，「ありとあらゆる賃金水準の効力は WCM式を通じて解釈され，総供給関数
と総需要関数を用い，その合意を明らかにすることによってマクロ経済学の図示的かつ関数的な内
容が示される。」この意味において「ワイントゥラウプ定理」は十分に意味のある 1つの経済「法則」
である。
3.「ワイントゥラウプ定理Jの所得分配理論的合意
「ワイントゥラウプ定理」の構成要素であるマーク・アップ率hに着目すれば， hは所得分配の
重要な移転を明らかにする要因である。 hは賃金分配率の逆数であると定義されるから， hの上昇
は賃金分配率を低下させ，逆にhの低下は賃金分配率を上昇させるであろう。また，労働者に有利
な所得分配の移転はZ関数を下方へ押し下げ，第4図の賃金曲線 owへ近づけさせるであろう。
このような所得分配の移転という観点からみれば， 「ワイントゥラウプ定理」は所得分配理論的
合意を持っていると考える。
4.「ワイントゥラウプ定理」の所得分配理論的合意の補充
ワイントゥラウプは，「価格水準決定式」すなわち「ワイントゥラウプ定理」と名づけた WCM式
(53）を彼が展開した価格理論と所得分配理論の架橋となるべき重要な関係式と考え，この価格水準
決定式を説明する際に貨幣数量説的説明を援用して「ワイントゥラウプ定理」の所得分配理論的合
意を補充している。
「ワイントゥラウプ定理」の中心的内容である WCM式とフィッシャー型貨幣数量説のMV=PX
の両辺をNで除して得られる式とを対照させれば， WCM式の所得分配理論的合意のもう 1つの側
面が一段と明白になる。
I M¥ I X¥ 労働者1人当りの貨幣量を M l二一），労働の平均生産力を x｛＝－），貨幣の流通速度をVとすヘNJ ¥ NJ 
れば，価格水準決定式は
P=MNV － x
で示される。
z (51）あるいは P二＿＿＿＿！＿｝！＿＿＇ (53)' (52）から，
x 
MNV=ZN=kl 
が得られる。さらに，（52）と（54）から，
MNV=kl 
(54) 
(55. 1) 
(55. 2) 
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が得られる。
この対照によれば，貨幣数量説が安定した支払習慣あるいは取引動機や予備的動機に基づく安定
した貨幣需要量で設定される場合には，ワイントゥラウプは価格水準の決定をマーク・アップ率設
定の際の資本家の有効な安定行動から行っている。この場合，賃金分配率の変動は資本家のそのよ
うな行動から決まりやすしユ。ワイントゥラウプの場合には，労働の平均生産力が所与であれば，価
格水準と賃金額 INとは比例関係にあるとみなされている。この比例定数は， Vの逆数やマーシ
ャルのhの代りに用いられた安定的な行動パラメーターである。新貨幣数量説論者のフリードマン
(M. Friedman）の場合にも，貨幣需要関数が重要な行動パラメーターであり，この関数の相対的
不変性をいかにして説明するかということが考慮、されている。
VI 価格水準決定の基礎一一資本家の価格設定態度
ワイントゥラウプが所得分配問題の分析に関して考えた資本家の価格設定態度は，価格水準の決
定にいかなる影響を及ぼすかを検討する必要がある。
彼が考えた資本家の価格設定態度に関する概念には，次の少なくとも 3つの注目すべき特徴があ
る。
第1は，価格理論的基礎が資本家の価格設定態度に関する概念で把握される場合には，その基礎
は新古典派的な価格理論的基礎よりもはるかに現実的で、あるということである。その基礎は経験的
に重要な所得分配過程を明らかにするために極めて有益である。
第2は，資本家のその概念が現代資本主義経済社会の所得分配問題を表わせるということである。
このことは，オット（A.E. Ott）が指摘しているように，社会階級モデルを前提し，資本家が自
己の価格設定方式に基づいて価格を設定することを認めれば，マーク・アップ率に関する価格理論
はまさしく連動して所得分配理論に活用されると考えられる。
第3に，ワイントゥラウプは資本家が自己の価格政策的決定に基づいて所得分配をミクロ的に計
画すると考えていることである。このことは，資本家が投資政策や利潤政策を通じて直接ある特定
の利潤分配率を要求するだけでなく，常に自己の行動目的を利潤の極大においているということを
意味する。このような資本家のミクロ的な所得分配計画がマクロ的ないかなる概念の総所得に関連
していくかをワイントゥラウプは考えている。
このような3つの点からワイントゥラウプは，資本家の価格設定態度，したがって価格政策の核
心が労働者の要求貨幣賃金率と生産物価格の水準との相互関係についての計画であり，このことは
ミクロ的にもマクロ的にも成り立つことであると考える。この賃金・価格関係の変化が相対的な所
得分配率を変動させると考えているからである。
以上のことを吟味して若干の検討を加えた限りでは，ワイントゥラウプの価格水準決定理論は彼
の所得分配理論の立論の基礎として極めて重要であり，従来の価格水準決定理論にはみられないワ
イントゥラウプ独自の創意と工夫がなされていることに注目しなければならない。
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VI おわりに
ワイントゥラウプの所得分配理論の準備的展開は，彼の所得分配理論の立論の基礎を方法論的に
明らかにするものである。この方法論的基礎について私見ではI～Vの4つの観点から検討した。
特に， IVとVの観点について要約して説明する。
IVの観点、は，ワイントゥラウプが彼の所得分配理論の立論の基礎としてどのような所得決定理論
を構築しているかということである。彼は， 45°線モデル， IS-LM分析のモデ、ル，総供給・総需要分
析のモデルの本質を生かして，通常の45°線モデルや総供給・総需要分析のモデルとは異なる接近方
法を展開しており，総供給・総需要分析のモデルには既述のように少なくとも 5つの長所があると
彼自身が考えている。その長所は「古典派的ケインズ主義」のモデルには含まれていないワイント
ゥラウプのいわば財産であり，ケインズ派経済学のもう 1つの技法を提示したものである。以上の
ことが，ワイントゥラウプの接近方法の大きな特徴であるとともに，彼の所得決定理論だけでなく，
所得分配理論の根底をしっかりと支えている。
彼の所得決定モデルでは，総供給関数はケインズのそれと同義である。しかし，ワイントゥラウ
プの総供給関数における粗国民所得は賃金所得，固定所得及び組利潤所得から構成され，粗企業生
産物（略称BGP）と名づけられるものである。短期均衡モデルの粋組みでは，この総供給関数は 6
つの仮定の下で企業の供給関数から集計したものである。マクロ経済の総供給関数は各産業の生産
関数から，したがってその予想売上金額の配分から決定されるだけでなく，全産業の総供給関数を
集計して決定される。
総供給関数の形状については多くの見解があるが，ワイントゥラウプは，雇用量の増加につれて
総予想売上金額は増加するから，総供給関数の形状が原点からはじまり，横軸（雇用量軸）に対し
て凸状であると考えられる。彼と類似した理由を考えているのはストニール，へイグ，ウエルズで
ある。ワイントゥラウプはまた総供給関数の勾配を雇用の弾力性という概念を用いて，この弾力性
の値が1よりも小さいことから決定している。
ワイントゥラウプの総需要関数の定義はケインズの定義に基づいているが，独自の考え方が示さ
れている。彼はこの関数をある特定の雇用量のときの消費者の事前的な総支出の関数であると定義
する。この関数が消費者の視点から形成されているという点がケインズの場合と異なっている。ワ
イントゥラウプはその総支出を構成する消費支出が示される消費需要関数を産業の需要曲線から導
く方法を明らかにしており，その導出過程において「需要・支出曲線」という概念を創り出してい
る。
総需要関数の形状についてはこの関数の構造要因に依存して決まる。この要因の 1つである総消
費関数は，金利生活者（レンティアー），労働者，資本家の 3つの消費支出，移転支出取得者の消費
支出および負の貯蓄からなされる消費支出から成り立っている。総需要関数の形状は右上方へ逓減
する形状で描かれ，その勾配は正である。ワイントゥラウプは，各所得取得者の実質所得を雇用水
準に関連させて各所得取得者の消費支出を決定する。そのためには，総供給関数と総需要関数の中
に価格水準を導入する必要があると考える。この点は，ワイントゥラウプ体系の特色である。投資
支出については，それが雇用量の増加関数であるとみなされている。このような総需要曲線と総供
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給曲線との交点において均衡国民所得，したがって均衡雇用量が決定される。
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ワイントゥラウプの所得決定モデルは，ケインズも考察していない問題点，すなわち，有効需要
に対する資本家の評価が事後的な総需要と異なることを考察したものであるとともに，価格水準の
仮定が常に議論の中心に出されていることである。この点にも彼のモデルの大きな特色がある。さ
らに，この所得決定モデルにみられるワイントゥラウプ体系の特色は， 45°線モデルと比較すれば，
一層明確になる。それは，彼の所得分配理論とマクロ経済学との総合化を企てるための方法的基礎
として活用できる総供給関数を形成していることである。この総供給関数については，ワイントゥ
ラウプは彼の所得決定モデルの仮定を変更して修正している。この点の検討は，彼の所得分配理論
の「準備的展開」としていかに役立つているかを明快にするために重要なことである。その仮定の
変更のうち，独占の導入についてはグルーペルの批判があるが，私見ではワイントゥラウプ体系の
接近方法は独占の場合にも適用できる正当な接近方法であると考える。独占の導入と貨幣賃金率の
上昇は総供給曲線を上方へ移動させるであろう。
Vの観点は，ワイントゥラウプが彼の価格理論の重要な部分を彼の所得分配理論と矛盾のない形
式でどのようにして導入し，両者の理論の統一と総合化をどのようにして図ろうとしたかというこ
とである。
① ワイントゥラウプは，現代資本制社会における彼の企業経済観に立脚して，貨幣賃金率の水
準が価格水準を決定する根本要因であることを認識している。貨幣賃金率の水準と価格水準を結び
つけるために，彼は貨幣数量説の交換方程式に代る公理として「賃金費用・マーク・アップ式」（WCM
式）を考案した。これをここでは「ワイントゥラウプ定理」と名づける。彼は，この重要な構成要
素であるマーク・アップ率が賃金分配率の逆数で表わされ，短期的長期的に安定した値であること
を当時のアメリカ経済とカナダ経済の経験的実証で確かめている。この定理に基づく価格水準の分
析は，企業理論の分析にも総供給・総需要分析にも関連させることができるものである。これらの
点にワイントゥラウプ定理の所得分配理論的妥当性を理論的に位置づけられる新しい味と色がある。
この定理を中心とした彼の価格理論にはまたインプレーション抑制策として貨幣政策と所得政策の
重要性を強調できる政策的有効性がある。
② 次に，ワイントゥラウプは彼の価格理論における接近方法と分析用具を彼の所得分配理論に
その立論の基礎として導入している。また，彼はワイントゥラウプ定理の所得分配理論的合意を補
充する。すなわち，彼は価格水準の決定をマーク・アップ率設定の際の資本家の有効な安定行動か
ら行っている。この場合の所得分配率の変動はその行動からも導くことができる。
以上のIVとVの観点は，「準備的展開」の中でも中心的な観点であることがわかる。
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(Weintraub, S.，“A Review of Reviews”， in Idem, Classical Keynesianism, 1961, pp. 173-17 4.）。第
1に，ペデルセンのhあるいは hは独占度を示す一定値であるが，ワイントゥラウプのたはそうではな
くて産出量 l単位当りの平均賃金費用を上回るマーク・アップ率を示す価格水準の「魔法の定数」であ
るという点で両者のhは異なっている。第2に，ペデルセンの k'k ',x' x入は測定可能な経済諸量
ではないが，ワイントゥラウプの WCM式は測定可能な経済諸量だけで構成されているという点で異
なっている。第3に，ペテルセンの定式は企業理論の範囲内で形成されているのに対して，ワイントゥ
ラウプの WCM式はマクロ的諸要因を考慮、した集計的な資料から導かれるものであるという点で異な
っている。
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